


















既製コンクリート杭施工管理指針の策定 

骨 子 

 

元請技術者、杭メーカー技術者、現場技能者は、日ごろから法令遵守を心が

け、矜持を持って杭工事に取り組む。 
 

 
杭施工組織における、元請技術者、杭メーカー技術者、現場技能者それぞれ

の責務を再確認する。 
 
 
支持層到達と根固め液の注入量管理における、判断フローと判断基準を再確

認するとともに、元請技術者の立会い基準を明確にする。 
 
 
トラブル発生時の、速やかな対応フローを定め、不具合事象が隠蔽されるこ

とを防止する。 
 
 
適正な施工記録のエビデンス欠損を防止するため、元請技術者は杭毎の施工

記録の即日報告を受け確認する。 
 
 
杭工事に従事する者について、定期的な技術学習会を実施し、技術レベルの

向上と不具合発生防止について水平展開を図る。 
 
 
施工記録の収集・記録業務を合理化し、無理のない施工管理を実現するため、  

ＩＣＴの活用を推進する。 
 
 
 

平成２７年１２月 

一般社団法人日本建設業連合会 

１：法令遵守と倫理観の醸成 

２：施工組織と参画者の責務の明確化 

３：施工品質管理フロー・判断基準を明確化 

４：トラブル発生時の対処フローの整備 

５：杭毎の施工記録の即日報告 

６：業界をあげた技術学習会の定期開催 

７：ＩＣＴ導入による施工管理の合理化 
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設計事項の確認

施工計画段階の確認事項

不具合の再発を防止するために

施工段階の実施事項

業界をあげた技術学習会の定期開催
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必須事項 設計事項と杭の条件との比較確認 必須事項 支持層深度図・地層断面図確認

推奨事項 近隣・地域地層データの確認

必須事項 杭先端・支持層関係の確認

必須事項 品質管理特記事項の確認

必須事項 追加地質調査の必要性の検討

6

必須事項 着工前周知会の実施

必須事項 施工計画書と設計図書
及び杭施工指針の合致

必須事項 施工管理記録の詳細計画

必須事項 施工立会いルールの明確化

必須事項 速やかな杭ごとの施工記録

 施工サイクルタイム記録・電流計・根固め液の記録、
セメントミルク強度記録などを計画し、記録保存期間
を電子データとして建物の存続期間とする。

必須事項 アナログ式記録の確実な収集

 アナログ式記録機械を使用する場合は、専属の記録
係員を配置し、確実にデータを収集できる計画を立
案する。

必須事項 編集ミスが少ない統合的な管理ｼｽﾃﾑ

 統合的な管理システムにおいて、元データの流用防
止や、報告書作成を自動化しヒューマンエラー防止
を図れるシステムの採用を推進する。

必須事項 トラブル発生時の対応を事前に構築

 「ミスは起こりうるもの」として、施工中不具合に
ついて、速やかに工事監理者通じて発注者・設計者
と協議し、解決を図り、記録を残すことができる
ルールと環境を構築する。

 元請技術者の立会いポイントと記録方法をルール化
する。

 設計図書及び施工指針の内容を、正確に施工計画書
に反映する。

 杭工事開始に先立ち、施工関係者参画のもと、杭施
工計画の周知会を実施し、計画どおり施工する足固
めを行う。

 杭施工報告は、杭ごとに毎日（又は翌朝）、元請技
術者へ提出する。速やかに元請技術者の確認を受け
る。

必須事項 施工立会い記録

 施工計画書に従い、元請技術者等は必要な施工プロ
セスに立会い、記録を残す。

必須事項 起きうるリスクを想定し施工推進

 施工データ収集不具合いなど、施工中は様々な想定
外のことが起きるため、起きうるリスクをあらかじ
め想定して、適切な施工を推進する。

 設計図書の内容が、杭工法の適用範囲及び杭毎に定
められた施工指針と合致していることを確認する。

 杭の支持層への未達を防止するために、地盤調査報
告書に示される支持層の深度図やそれぞれの杭に関
係する地層断面図等を参照して、杭の先端位置と設
計で想定した支持層との適合性を確認する。

 杭の支持層に対して、杭先端位置や根固め液の配
合・注入量がどのように設計されているか確認する。
（支持層に１m 以上貫入等）

 支持杭型と摩擦杭型では支持層への杭先端の貫入量
が異なる。支持層厚が薄い場合には、杭先端を支持
層の手前で止めるように設計することもある。

 根固め液のサンプリング、追加ボーリング、試験杭
の位置、品質管理特記事項等が記載されて場合があ
るので、詳細に杭工法の設計仕様と施工指針の内容
を把握し設計図書を確認する。

 工事場所のみならず、周辺地域の地歴も活用し、支
持地盤の凹凸の可能性を確認する。

必須事項 杭施工技術学習会を定期開催

 日建連と杭業界が共働し、定期的に杭施工技術学習
会を開催する。成功事例に加え不具合情報も共有す
る。

必須事項 施工組織の遂行能力の確認

 元請技術者は、施工に先立ち、杭施工組織が十分な
遂行能力を有することを確認する。

必須事項 試験杭での施工プロセスの確認

 試験杭は、工程に余裕を持って実施し、全てのプロ
セスに元請技術者が立会い、施工計画の妥当性と施
工データの妥当性を確認する。

推奨事項 未固化根固め液のサンプリング

 高支持力杭においては、根固め液の強度確認のため、
サンプリングによる強度試験を行う。

 学習会においては、施工管理技術のみならず、建設
工事に参画する者としての倫理観・矜持についても
取り上げ、法令遵守の精神を育成する。

ＩＣＴによる施工管理の合理化

推奨事項 携帯端末による施工管理の合理化

 施工管理データをクラウド上に直送し、改ざんでき
ないシステムとする。

推奨事項 施工管理データのクラウド管理

 携帯端末を導入し、施工管理記録写真の撮影と報告
書作成業務を合理化する。

 携帯端末の通信機能を活用し、遠隔立会いを行い、
その記録を残す。
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既製コンクリート杭の施工に関わる各社の責務1

 大臣認定を取得した杭メーカーは、大臣認定の申請
において使用した数値（α、β及びγ）に対して責
務を負う。

 施工体制としては、元請の監理技術者・杭担当技術
者・杭メーカーの杭工事管理者・現場技能者につい
て、その役割と責任を明確にしておかなければなら
ない。実際の施工は、専門工事会社の責任で行うと
しても、元請には、総合的な建物品質を管理する責
務がある。また、１次下請け、２次下請け、３次下
請けの重層組織の場合は、それぞれの役割をより具
体的に規定し、施工する必要がある。

必須事項 認定を取得した杭メーカーの責務

必須事項 元請・杭施工体制の役割明確化

 杭メーカーは、杭を適切に施工し、性能を確保すべ
く、十分な能力を備えた杭工事管理者を育成し、配
置しなければならない。

 また、個々の現場における、施工管理・品質管理・
施工記録作成が適切に実行されていることを確認し、
会社として性能を保証できる仕組みを構築すること
が求められる。

1.1

1.2

 杭メーカーの杭工事管理者は、主任技術者として業
務を完遂するための、経験と十分な技能を備えてい
ることが求められている。

必須事項 杭施工会社の責務1.3

「工事監理者」：工事を設計図と照合し、設計図通りに施工されているかを確認する業務を担う。
「監理技術者」：元請の監理技術者。工事において技術上の管理をつかさどり、施工に従事する者の技術上の指導監督を行う。
「杭担当技術者」：監理技術者が指名した、元請として杭工事の施工管理を行う者。
「元請技術者」：元請の監理技術者と杭担当技術者を示す。
「杭工事管理者」：杭工事を行う杭メーカーの主任技術者。請け負った工事に関して、施工技術上の管理を行う。

「現場技能者・専門職種」：重機オペレータ、セメントミルクプラントオペレータ、溶接工、鳶工、土工等直接的に作業を行う者。
「施工計画書」：施工管理のよりどころとする計画書。本指針では施工計画書、施工要領書、施工手順書などを含めた書類として扱う。

杭施工組織の事例

 確認申請用の設計図段階では、ボーリング点数が不
足している場合があるため、必要に応じて支持層を
確認すべくボーリング追加調査の必要性を検討する。
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平成 27 年 9 月、連棟マンションのエキスパンション部において２棟間の手摺ジョイント部がズレた問題に端を

発し、その後の調査で何本かの杭が支持層まで到達していない恐れが判明した。 

「数本の杭が支持層に届いていないため建物が不同沈下を起こしたことが原因ではないか」と施工管理が疑

われることになった。 

住まわれている方々の安心・安全が脅かされた事態になり、業界を揺るがす大きな社会問題に発展した。 

事象の発覚当初は、支持地盤の起伏が激しい地域特有の問題で、地盤調査の不足・支持地盤確認方法の

あいまいさ等当該建物固有の問題が話題に上った。 

その後、保管されていた施工管理記録を確認したところ、杭が支持層に届いていたかの目安とされる杭孔掘

削時のオーガー電流値の記録について、他の杭の記録が流用されている等の事実が発覚した。更に、電流値

と並んで重要とされる根固め液の注入量記録においても、他の杭の記録が流用されていることも明らかになっ

た。 

このような施工管理記録の流用等は、当該建物の杭工事管理者が担当した他の工事でも見つかった。 

国土交通省は、原因究明及び再発防止策を検討するため、その杭工事管理者が所属する会社の、過去１１

年に渡る全ての杭工事における調査の徹底を指示した。 

その結果、当該杭工事管理者以外にも５０人以上が関与したと思われる施工管理記録の流用等が明らかとな

った。 

更に、他の杭施工会社においても、杭施工管理記録の流用等が次々と発覚したことから、これまで長年に渡

り築いてきた日本の建設業界の「建築の品質」に対する国民の信頼が揺らぐこととなった。 

我々、建設業に携わる者には、今回の施工管理記録の流用等を真摯に受け止め、原因究明及び速やかな

再発防止策を構築することが強く求められている。 

 

今回の事案で明らかなように、建物が使われ始めてから「不同沈下」等の不具合が発生した場合、補強修理

は極めて困難である。したがって、設計から施工に至る一連のプロセスにおいて計画した性能を達成するため

に関係者が保有すべき技術力や適正な施工管理の方法についてその妥当性を確認することが求められる。 

 

決して一担当者の不適切な対応に責を押し付けることはできない。 

工期遵守の圧力・データ欠損が許されない雰囲気・重層下請け構造・利益損失の圧力等、多くのプレッシャ

ーがあるとはいえ、「施設を使用される方々の安心と安全を守るという使命に対し責務を果たす」、そんな建設業

に携わる者の矜持を、今一度、心に刻み直す必要がある。 

 

一般社団法人日本建設業連合会は、建築生産委員会 施工部会内に「既製コンクリート杭施工管理指針策

定委員会」を設けて、一般社団法人コンクリートパイル建設技術協会と共働し、今回の事案の再発防止策として、

杭施工の管理体制や施工記録チェック上の管理指針を示した「既製コンクリート杭施工管理指針」を発行するこ

ととした。 

 

平成 27 年 12 月 

 

 

指針の策定にあたり 

1



 

① 「工事監理者」：  工事を設計図と照合し、設計図通りに施工されているかを確認する業務を担う。 

設計図書に定めのある方法による確認のほか、目視による確認、抽出による確認、工事施工

者から提出される品質管理記録の確認等、確認対象工事に応じた合理的方法により行う。 

② 「監理技術者」: 元請の建設業法における監理技術者をいう。工事において技術上の管理をつかさどり、施 

工に従事する者の技術上の指導監督を行う。 

③ 「杭担当技術者」： 監理技術者が指名した元請の杭工事の施工管理を行う者をいう。 

④ 「元請技術者」： 元請の監理技術者と杭担当技術者をいう。 

⑤ 「杭工事管理者」： 本指針では、杭工事を行う杭メーカーの建設業法における主任技術者※（杭メーカーが 1 次 

もしくは 2 次下請の場合）及び杭メーカーが 2 次下請となる場合の 1 次下請の主任技術者※ 

をいう。杭メーカーが 2 次下請となる場合、1 次下請の主任技術者※を杭工事管理者（１次）、 

杭メーカーの主任技術者を杭工事管理者（2 次：杭メーカー）と区別し役割を規定する。 

⑥ 「杭施工管理者」： 本指針では、杭メーカーの下請となる会社（2 次もしくは 3 次）の建設業法における主任技術 

者※をいう。「現場技能者・作業員（専門職種）」を統率し、杭の施工を管理する。 

⑦ 「現場技能者・作業員」：重機オペレータ、セメントミルクプラントオペレータ、溶接工、鳶工、土工等の直接的に作 

業を行う者をいう。 

⑧ 「杭メーカー」： 杭工法を開発した会社又は杭工法を開発した会社から使用許諾を受けた会社を総称する。 

⑨ 「杭施工会社」： 杭メーカーの下請会社で、杭工事を直接行う現場技能者・作業員が所属する会社をいう。 

⑩ 「施工計画書」： 実際に施工管理のよりどころとする計画書を示す。本指針では、施工計画書、施工要 

領書、施工手順書などを含めた書類の総称として扱う。 

⑪ 「杭施工指針」： 既製コンクリート杭メーカーが杭工法毎に適用範囲、工法の概要、施工管理方法等の 

   施工方法を定めた施工標準などをいう。 

⑫ 「品質管理特記事項」：本指針では、設計図書・特記事項に記載された品質管理事項をいう。 

⑬ 「アナログ式記録装置」：記録媒体が紙のみで、自動帳票出力や電子データ管理ができないものを総称する。 

電流計の記録装置は、記録紙上に時間軸を縦軸として横軸に自動計測した電流値をインク 

ペンで記録する形式となっている。深度情報は記録されないため、記録紙に手書きで記入 

することでしか電流値と深度の関係を確認できない。また、根固め液等の注入量記録装置は 

ロール紙に記録する形式となっている。 

⑭ 「統合的な管理システム」：自動計測した深度、電流等をモニタ出力により確認できるシステムで専用ソフト等により 

計測記録の帳票出力・電子データ管理ができるものを総称する。根固め液等の注入量の記 

録も電子データとして記録する。平成 27 年 11 月時点で、調査現場約 600 現場のうち約 60％ 

の普及率となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本指針における用語 
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 ※杭工事担当者及び杭施工管理者となる主任技術者について 

   建設業法上、主任技術者が非専任となる場合は、現場作業中に常駐する現場代理人を杭工事管理者及び 

   杭施工管理者とすることができる。この場合は施工計画書で明記する。 

  

 

 

（主任技術者） 

（主任技術者） 杭メーカーが 2 次下請となる場合⇒

杭施工会社 杭施工管理者 

発注者 

設計者 工事監理者 

監理技術者 

杭担当技術者 

杭工事管理者(1 次) 

杭工事管理者 

(2 次・杭メーカー) 

現場技能者 現場技能者 現場技能者 現場技能者 

元請 

下請

元請技術者 

杭施工組織図の例（杭メーカーが 2 次下請となる場合） 

１次下請が入るケースがある⇒ 1 次下請 

2 次下請 

3 次下請 （主任技術者） 
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1.1 既製コンクリート杭の施工における元請と下請の役割・責任 

施工体制としては、元請技術者（元請の監理技術者・杭担当技術者）、杭メーカーの杭工事管理者、杭施工会社の

杭施工管理者および現場技能者について、その役割と責任を明確にしておかなければならない。実際の施工は杭メ

ーカーの責任で行うとしても、元請には総合的な建物品質を管理する責務がある。また、１次下請、２次下請、３次下

請の重層組織の場合は、それぞれの役割をより具体的に規定し、施工する必要がある。 

 杭メーカーは、杭を適切に施工し性能を確保すべく、十分な能力を備えた杭工事管理者を育成し配置しなければな

らない。また、個々の現場における施工管理・品質管理・施工記録作成が適切に実行されていることを確認し、会社と

して性能を保証できる仕組みを構築することが求められる。 

1.1.1 元請技術者の役割・責任 

(1) 施工計画 

元請技術者は、設計図書で要求された品質を満たすために、使用する杭工法毎に決められた施工指針（以下、杭

施工指針という。）に則り、使用材料、施工プロセス管理（支持地盤への到達・根入れ深さ、根固め液の配合・注入量

等）、施工精度（杭心、杭頭レベル等）を決定し、これらの項目を確認する担当者とその役割、品質確認方法及び必要

な記録を施工計画書で明確にする。 

(2) 工程管理 

元請技術者は、杭工事の着手から完了するまでの必要日数及び次工程への引き渡し日を設定し、杭メーカーが、

その条件で所定の品質を確保して施工を完了させるために元請として行う項目を明確にする。 

(3) 品質管理 

元請技術者は、施工計画書に基づき、現地での立

会い確認や施工記録の確認により、杭の構造性能を

満足できる施工プロセス及び施工精度であることを確

認する。検査ロットや検査頻度は、工事内容に応じた

効果的な抽出率による計画とし、作業工程と品質管

理項目毎に予め施工計画段階で工事監理者と協議

の上決定しておく。役割分担において、技術的な「判

断責任」は杭施工会社にあり、元請は、杭施工会社が

しかるべき基準で判断していることの「確認責任」を

負うものとする。品質管理における総合的な責任は元

請が負う。施工中にトラブルが発生した場合は、元請

技術者は直ちに工事監理者に報告し、その対策を協

議する。 

 

１ 既製コンクリート杭の施工に関わる各社の責務 

元請技術者、杭工事管理者は、設計図書や杭施工指針に適合した杭工事を実施するため、施工計画書の作

成、工程管理、品質管理その他の技術上の管理及び当該建設工事の施工に従事する者の技術上の指導監督

の職務を誠実に行わなければならない※1-1。 

【必須事項】 

図-1.1 品質管理体制（杭メーカーが 1 次下請となる場合）の例 

※1-1 建設業法第 26 条の 3 を一部引用 
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(4) その他技術上の管理・指導監督

元請技術者は、類似工法における過去の不具合の情報（杭芯ずれ、材料間違い、杭頭レベルの間違い、高止まり

等）を杭工事管理者と共有することで、再発防止に向けた具体的な対策を指導し、実施状況をフォローする。

(5) 施工計画の周知徹底

元請技術者は、杭工事管理者に対して着工前周知会等を実施し、以下を再認識させる。

① 一連の施工プロセスの中でのそれぞれの役割・責任

② 定められた手順通りに行わなかった場合に発生する不具合と、それが後工程に与える影響

③ 予期せぬ変更やトラブルがあった場合、自らの判断で進めることなく、元請に報告することの必要性

④ 施工記録の紛失・消失からの保護の必要性と、紛失・消失があった場合の施工管理記録の改変等の禁止

1.1.2 杭工事管理者（1 次または 2 次下請の主任技術者）の役割・責任 

(1) 施工計画

杭工事管理者は、元請の施工計画及び杭施工指針に基づき、設計図書で要求された品質を確保するために必要

な使用材料・機材（杭、杭打機、プラント、継手材、副資材等）、施工手順、施工精度（杭心、杭頭レベル等）及び施工

プロセス管理方法について、元請と作成する施工計画書で明確にする。

(2) 工程管理

杭工事管理者は元請から示された工程が適切であるか確認の上、その工程内で所定の品質を確保できる施工順

序、作業手順、資機材・労務の投入量を計画する。

(3) 品質管理

杭工事管理者は、(1)の施工計画書に基づき、現地にて一連の施工プロセスが設計図書及び杭施工指針通りであ

ることを確認するとともに施工管理記録を作成して元請に報告する。品質管理の結果、管理値の範囲外であった場

合等疑義が生じた場合は、元請技術者に報告して協議する。

(4) その他技術上の管理・指導監督

杭工事管理者は、施工計画書にて定めた手順を杭施工管理者及び現場技能者に指導するとともに、元請や自社

の品質上の改善策、不具合防止対策、安全対策等の事項を教育し、実施状況をフォローする。

(5) 施工計画の周知徹底

杭工事管理者は、自社の現場技能者または下請の杭施工管理者・現場技能者・作業員に対して、社内教育の場や

現場での着工前周知会等を通して以下のことを確実に認識させる。

① 一連の施工プロセスの中でのそれぞれの役割・責任

② 定められた手順通りに行わなかった場合に発生する不具合と、それが後工程に与える影響

③ 定められた手順通りに業務を遂行することに対するそれぞれの貢献

④ 予期せぬ変更やトラブルがあった場合、自らの判断で進めることなく、元請に報告することの必要性

⑤ 施工記録の紛失・消失からの保護の必要性と、紛失・消失があった場合の施工管理記録の改変等の禁止

1.1.3 杭施工管理者・現場技能者（2～3 次下請）の役割・責任 

杭施工管理者は、杭施工指針及び施工計画書を十分に理解し、施工計画書に基づいた施工手順を現場技能者に

指示し、現場技能者はその指示に従って作業を行う。杭施工管理者及び現場技能者は施工中にトラブルが生じた場

合は直ちに杭工事管理者に報告する。

5



1.1.4 杭メーカーが 2 次下請となる場合の杭工事管理者（1 次)の役割・責任

各工法の杭メーカーが 2 次下請となる場合があるが、そ

の場合においても 1 次下請会社は、杭工事管理者（1 次）

を専任し現場に適正に配置する。杭工事管理者（1 次）は、

2 次下請である杭メーカーの杭工事管理者（2 次・杭メー

カー）が作成した施工計画を確認し元請に提出する。また、

元請からの指示事項は確実に 2 次下請に伝えなければな

らない。

杭工事管理者（1 次）は、杭工事管理者（2 次・杭メーカ

ー）が実施する工程管理、品質管理その他の技術上の管

理及び当該既製コンクリート杭工事の施工状況を確認し、

適時、元請に報告する。

杭工事管理者（1 次）は、それぞれの杭の施工管理記

録に関しても、施工管理状況が適切であることを確認して、

速やかに元請に報告する。

図-1.2 品質管理体制（杭メーカーが 2 次下請となる場合）の例
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1.2 大臣認定を取得した杭メーカーの責任

施工する既製コンクリート杭に大臣認定を取得した杭を使用し、地盤の許容支持力の算定方法に関して図書省略を

受けようとする場合、大臣認定を取得した杭メーカーは、大臣認定における「基礎ぐいの許容支持力を定める際に求め

る長期並びに短期に生ずる力に対する地盤の許容支持力」の計算式※1-2 に使用する係数（α、β及びγ）に対して責

任を負う。    ※1-2 平成 13 年国土交通省告示第 1113 号第 6 第一号の表中における計算式 

1.3 杭工事に関わる関係者の責務 
前述の 1.1、1.2 に基づき、杭メーカーが 2 次下請となった場合における杭工事に係る関係者の役割分担の一例を

表-1.1 にまとめる。この役割分担は施工体制（杭メーカーが 1 次下請の場合や下請内で工事範囲が分担されている

場合がある）や契約条件により異なるため、工事毎に確認する。 

表-1.1 既製コンクリート杭の役割分担表（例） 

施工 
プロセス 

項目 
元請 1 次下請 2 次下請 3 次下請

元請 

技術者※2 

杭工事管

理者(1 次) 
杭ﾒｰｶｰ 

杭工事管理者 

(2 次・杭ﾒｰｶｰ) 
杭施工管理者・ 

現場技能者 

杭の発注 

施工業者の決定 ◎ 

支持層(杭長)の確認 ◎ ○ ○ 

設計図書の確認 ◎ ○ ○ 

施工計画 

杭材の発注 ◎ ○ ○ 

施工計画書の作成 ◎ ○ ○ 

工法の確認 ◎ ○ ○ ○ 

試験杭計画 ◎ ○ ○ ○ 

施工 

杭心出し ◎ 

杭材の受入れ □ ○ ◎ ○ 

試験杭の施工 □ ○ ◎ ○ 

試験杭の評価※1 ◎(確認) ○ ◎(判断） ○ 

掘削精度 □ ○ ◎ ○ 

支持層の確認※1 ◎(確認) ○ ◎(判断) ○ 

根固め部の掘削 □ ○ ◎ ○ 

根固め液注入量※1 ◎(確認) ○ ◎(判断) ○ 

杭周固定液注入量※1 ◎(確認) ○ ◎(判断) ○ 

強度確認(ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸ） □ ○ ◎ ○ 

杭材の建込み □ ○ ◎ ○ 

杭頭レベルの確認 □ ○ ◎ ○ 

施工記録（杭毎） □ ○ ◎ ○ 

施工報告書 ◎ ○ ○ ○ 

トラブル対応 ◎ ○ ○ ○ 

その他 
杭施工管理者教育 □ ◎ ○ ○ 

現場技能者教育 □ ◎ ○ ○ 

凡例  ◎：責任者 ○：実施・協力者  □：承認・確認

※1 技術的な「判断責任」は杭メーカーにあり、元請は杭メーカーが施工計画書に記載された基準で判断してい

ることの「確認責任」を負う。品質管理における総合的な責任は元請が負う。 

※2 元請技術者は、杭工事施工計画書に基づき、施工プロセスの確認・立会いを行う。

大臣認定を取得した杭メーカーは、大臣認定における「基礎ぐいの許容支持力を定める際に求める長期並びに短

期に生ずる力に対する地盤の許容支持力」の計算式※1-2 に使用する係数（α、β及びγ）に対して責任を負う。 

【必須事項】 
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1.4 杭工事管理者及び現場技能者の技術力の確保 

官庁工事等では、契約図書において杭工事管理者（杭メーカ

ーが 2 次下請の場合は 1 次下請の杭工事管理者を含む）が「基

礎施工士（既製杭施工管理技士）」の資格を取得していることを義

務付けている場合がある。杭工事は特に専門性が高いことから、

杭工事の管理に携わる者は杭工事及び当該工事に使用する杭

工法について熟知している必要がある。そのため、有資格者の指

定がない場合でも、杭工事管理者（杭メーカーが 2 次下請の場合

は 1 次下請の杭工事管理者も含む）は基礎施工士の有資格者ま

たは杭メーカーの実施する各工法の施工管理講習会の講習修了

者とする。 

(1) 基礎施工士（既製杭施工管理技士) 

一般社団法人コンクリートパイル建設技術協会（以下、COPITA）と一般社団法人日本基礎建設協会は、専門的な

知識・経験等の技術力を有する資格者が杭工事の施工管理を行うことを推奨しており、基礎施工士（既製杭施工管理

技士）の資格制度を実施・運営している。 

（平成 27 年に現行の「基礎施工士」資格と「既製杭施工管理技士」資格が統合され、平成 28 年 4 月の新規及び更

新者より順次基礎施工士と変更される。それまでは既製杭施工管理技士の名称のため併記する。） 

(2) 各工法の施工資格 

杭メーカーで構成される各工法の協議会は、杭工事管理者及び杭施工管理者向けと現場技能者向けに必要とされ

る技量の習得を目的に講習会(写真-1.1)を開催しており、修了者に対しては、講習修了証が交付される。一例として写

真-1.2 に講習修了証（施工管理者・施工技能者の 2 通り）を示す。 

 

施工管理者（→杭工事管理者・杭施工管理者用）        施工技能者（→現場技能者用） 

写真-1.2 講習修了証の一例（Hyper-MEGA 工法の例） 

写真-1.1 基礎施工士資格者証 

杭工事管理者（杭メーカーが 2 次下請の場合は 1 次下請の杭工事管理者も含む）は、「基礎施工士（既製杭施工

管理技士）」（1）参照の有資格者または杭メーカーの実施する各工法の施工管理講習会の講習修了者（2）参照とする。 

【必須事項】 

写真-1.1 講習会実施状況のイメージ 
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2.1 設計図書と工法の適用範囲及び杭施工指針との比較確認  

元請技術者及び杭工事管理者は、採用する杭工法の適用範囲及び杭施工指針が設計図書の内容と合致している

か確認する。設計図書には①杭工法 ②杭径・拡大掘削径 ③杭長さ ④設定支持力 ⑤想定支持層（ボーリング結

果） ⑥先端地盤種別 ⑦品質管理項目（検査項目）等が記載されている。 

杭工法の適用範囲が設計図書から外れている場合には、工事監理者を通じて発注者・設計者と協議し、対応

策を決定する。協議内容は記録に残す。 

 

2.2 杭の支持性能・支持層関係の確認  

2.2.1 杭の支持性能としての地盤の許容支持力の考え方の確認 

(1) 地盤の許容支持力の考え方 

杭の許容支持力を定める際に求める地盤の許容支持力の考え方について、設計主旨説明会等を通じて設計者に

確認する。 

①杭の先端支持力に期待する場合（支持杭型） 

②杭の周面摩擦力に期待する場合（摩擦杭型） 

③上記①②の両方に期待する場合 

(2) 杭の先端支持力に期待する場合 

設計及び杭施工指針で支持層天端及び杭先端位置を確認し、支持層に対する杭の貫入深さ（例えば、支持層に 1

ｍ以上貫入等）を設計者に確認する。また、杭先端の支持層への貫入量は、一般的に 1D（D:杭径）が多いが、工法毎

に異なるため、注意が必要である（貫入量の設定がない工法もある）。杭先端の平均 N 値については、算定範囲を杭

先端から上 1D～下 1D の平均 N 値とするのが標準であるが、これも工法により異なっている。 

(3) 杭の支持層を中間支持層としている場合 

薄い中間層を支持層にする場合には、中間層の天端レベル、下端レベル及び杭先端位置の関係を調べ、設計通り

であることを確認する。 

(4) 杭の周面摩擦力に期待する場合 

軸部の掘削径、杭周固定液の注入の有無を確認する。 

2.2.2 先端支持力に期待する場合の地盤条件等の確認 

 先端支持力に期待する場合の地盤条件等について、下記内容を確認する。 

① 支持層天端レベルと杭材の先端深さ → 設計図書及び杭施工指針により確認 

② 根固め部の掘削深さ、根固め部の形状（根固め部の底深さ、根固め高さ、拡大掘削径） 

→ 設計図書及び杭施工指針により確認 

③ 杭材の根固め部への貫入長さ → 設計図書及び杭施工指針により確認 

④ 支持層地盤の種別と支持性能の条件となる平均N値あるいは地盤のせん断強度 → 設計者に確認 

２ 設計事項の確認 

元請技術者及び杭工事管理者は、採用する杭工法の適用範囲及び杭施工指針が設計図書の内容と合致してい

ることを確認する。 

【必須事項】 

元請技術者及び杭工事管理者は、杭の支持性能に期待する条件及び先端支持力に期待する支持層の地盤条件

を確認する。 

【必須事項】 
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2.3 品質管理特記事項の確認  

元請技術者及び杭工事管理者は、追加ボーリングや根固め部の未固結試料採取等の品質管理に関わる特記事項

が設計図書に記載されている場合があるので、設計図書を確認する。特に以下の項目にあたっては留意が必要であ

る。 

＜記載されている項目＞ ＜管理にあたっての留意点＞ 

・試掘 ： 地盤調査を原位置で確認するために実施。特に支持層の地盤まで掘削し、ゆっくり引き上げ、

オーガー先端に付着した地盤を目視で確認する。 

・未固結試料採取杭 ： 設定したサイクルタイムで掘削、根固め、杭周固定を行い、ソイルセメントが固結する前に採取

器を挿入し、試料を採取する。養生後、強度試験を行う。 

・試験杭 ： 設定したサイクルタイムで掘削、根固め、杭周固定を行い、先端地盤の確認、杭の挿入性の確

認により、設定した方法での施工に問題がないかを確認する。 

本杭は試験杭で確認したサイクルタイムと同様の方法で施工する。 

 

2.4 支持層深度についての設計者の想定深度分布の確認 

(1) 設計図書による確認事項 

① 杭の支持層の想定深度分布の確認 

杭の施工管理の前提となる、杭の支持層の 

想定深度分布を設計図書により確認する。 

② 支持層の等深図の確認 

杭施工時に注意すべき地盤かどうか判断で 

きるため、支持層の等深図（図-2.1 に例示） 

が作成されているか確認する。 

支持層への未達の防止を確認できる十分 

な資料がないと判断した場合は、工事監理 

者を通じて発注者・設計者と協議する。 

(2) 支持層の状況による対応方法例 

① 支持層が平坦な場合 

支持層の等深図で支持層がほぼ平坦である場合には、多少の不陸を考慮して杭先端を深く設定する 

ことで支持層への未達を防止することができる。 

② 支持層が平坦と言えない場合 

支持層の等深図で支持層が平坦と言えない場合には、傾斜の考えられる部分について詳細なボーリング

調査の実施（2．5 を参照）や深さに余裕をもったゾーニングにより長さを設定する等で支持層の未達を防

止することができる。 

元請技術者及び杭工事管理者は、追加ボーリングや根固め部の未固結試料採取等の品質管理に関わる特記事

項等が記載されている場合があるため、設計図書を詳細に確認する。 

【必須事項】 

元請技術者及び杭工事管理者は、施工において設計上の杭の性能を確保するため（支持層未達を防止するた

め）、杭の支持層の想定深度分布を設計図書により確認する。 

【必須事項】 

図-2.1 支持層の等深図の例 
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支持層深さの再確認の結果、杭長変更等の処置が必要な場合は、工事監理者を通じて発注者・設計者と協議し、

対応策を決定する。変更が生じた場合は、設計者から設計変更指示書を受け取る。工期や施工費の変更が伴うの

であれば、発注者の確認も必要となる。 

 

2.5 追加地質調査の必要性の検討 

当該敷地の支持地盤が平坦と言えないときや既存建物が残っているとき等で設計図書段階でボーリング点

数の追加が必要と思われる場合がある。この場合、支持層の想定震度分布の精度を向上するための追加ボーリ

ングの必要性を検討する。必要と判断した場合、元請技術者は、ボーリングの追加調査について工事監理者を

通じて発注者・設計者と協議する。追加ボーリング調査の結果は、工事監理者を通じて発注者・設計者に示し、

支持層の深度と施工する杭の長さを確認する。 

 

2.6 近隣・地域地層データの確認 

当該敷地のみならず、周辺地域の地歴等を調査するとともに、周辺の地層データや広域の地盤図等を活用す

ることで、設計図書に示される支持層想定深度分布の凹凸の想定精度の向上を図る。 

 

当該敷地周囲の敷地の地層データや広域の地盤図を活用し、当該敷地の支持地盤の凹凸の想定精度を向上さ

せる。 

【推奨事項】 

元請技術者及び杭工事管理者は、当該敷地の支持地盤が平坦と言えない場合等において、支持層の想定深度

分布の精度を向上させ、支持層深さを確認するために追加ボーリング調査の必要性を検討する。 

【必須事項】 
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建築・土木工事では、施工後の状態が直接視認できず、出来形検査による品質確認が困難となる工種・部材が数

多く存在する。このような場合、完成形の検査に代えて構築の過程が適切であることを管理する、いわゆる「プロセス管

理」の手法が採用されることが多い。 

本来、プロセス管理は対象となる作業が比較的均一で、その場合の結果（成果）も均一になりやすいものが向いてい

る。一方、連続的な作業の過程において、種々の判断が必要でその判断も定性的・感覚的になりがちなものは、必ず

しもプロセス管理に向いていない。俗に言う「現場合わせ」的な作業がこれに該当する。 

杭工事は、杭頭部以外のほとんどの部位が完成時に視認できないことから、プロセス管理の対象として扱わざるを得

ないが、作業過程においてタイムリーかつ専門的な（経験的、定性的、感覚的な）判断を求められることが多い。仮に、

支持地盤が比較的平坦な地盤での杭工事であれば、試験杭時に定めたプロセスに沿って継続的に施工を行えば特

段の専門的な判断は要しないが、支持地盤レベルに不陸のある地層であれば、掘削孔が支持層に達したかどうかは、

様々な情報を基に総合的な判断が必要になる。 

以上から、既製コンクリート杭工事の施工計画を立案する際は、「ブラックボックス」的要素をできるだけ「見える化」し、

客観的な判断でプロセスが進められるよう留意する必要がある。 

 

3.1 施工計画書と設計図書及び杭施工指針の合致 

元請及び杭メーカーは、杭が設計図書及び杭施工指針通りに施工されていることを明確にする責務がある。その

ためにまず、設計図書及び杭施工指針の内容が施工計画書に正確に盛り込まれている必要がある。 

下記に施工計画において確認する項目の一例を示す。 

＜確認項目＞  ＜注意事項・留意点＞ 

・先端地盤土質に適した工法 ： 砂質地盤、礫質地盤、粘土質地盤のどの地盤に対する工法かを確認する。 

粘土質地盤に対して適用できない工法もあるため注意する。 

・掘削深さ ： 地盤毎に施工できる最大深さが規定されている。 

先端深さが深い場合には特に注意する。 

・最大杭径 ： 適用杭径が規定されている。 

・掘削方法 ： プレボーリング方式か中掘方式かを確認する。 

・杭周摩擦の確保の方法 ： 掘削径、杭径、杭周固定液の注入の有無を確認する。 

節杭を採用する工法や、掘削径を拡大する工法もあるので注意する。 

・継手方法 ： 継手構造を確認する。（溶接継手・無溶接継手） 

・杭から根固め部への荷重伝達方法 ： 杭から根固め部への荷重伝達方法（節、凹み、球根、羽根等）を確認する。 

・拡大掘削・根固め・杭周方法 ： 施工サイクルタイムを確認する。 

・根固め方法・杭周固定方法 ： セメントミルクの配合、注入量、注入方法を確認する。 

   

3.1.1 支持層出現深度の確認 

一般的に埋込み工法の支持層の確認は、打込み工法の反発力のように明確な打ち止め現象が生じないことから、

以下の方法によって行われている。 

施工計画書の作成にあたっては、設計図書及び杭施工指針の内容を正確に反映しなければならない。 

【必須事項】 

３ 施工計画段階の確認事項 
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① 地盤調査結果による確認

② 試験杭（試掘調査）による確認

③ オーガー駆動装置の掘削抵抗（電流値）の変化

による確認

④ 積分電流値による確認

地盤調査は杭位置全数では行わないため、上記①~

④の組合せや削孔機械の振動等を含めて総合的に支持

層を判断している。

実施工にあたっては、支持層の判断方法について、設

計図書及び杭施工指針の内容を正確に反映し、施工計

画書に記載する必要がある。

図-3.1 は例として、Hybrid ニーディング工法※3-1 の杭

施工指針から支持層の確認方法を抜粋したものである。この事例では、「試験杭でボーリング調査の結果を参考とし、

掘削電流値やその波形及び施工状況の変化等により確認を行う」とある。本杭では、「試験杭の掘削電流値と照らし合

わせながら施工し、管理電流値や施工状況の変化により、支持層の出現深度を確認する」としている。

したがって、施工計画書には、この方法を基本とした支持層の出現深度の確認方法を記載する。なお、杭工法

毎に支持層到達の判断基準が異なるため、判断要素の優先順位も明確に記載する必要がある。さらに、所定の深度

で支持層が発現しない場合、その対処方法について施工計画書に記載しておくとよい。

3.1.2 施工の記録 

図-3.2 は Hybrid ニーディング工法※3-1 の施工時記

録項目を抜粋したものである。試験杭、本杭それぞれに

ついて杭施工指針に記録項目が記載されているため、

これらの項目は少なくとも記録として残すことを施工計画

書に明記する。

なお、杭工法によってそれぞれ記録例の書式等が異

なっているので、各工法の書式にしたがって記録を保存

する必要がある。この場合、工事に使用する記録計の

方式（アナログ式、統合管理型、流量値の測定方法等）

を確認し、それに対応する施工管理方法、確認する施

工記録、トラブル時のルールを設定する。

＜引用＞※3-1 三谷セキサン（株）：Hybrid ニーディング工法（先端地盤：

砂質地盤） 

3.2 施工管理記録の詳細計画

本指針策定の契機となった「杭施工記録のデータ流用問題」は、さまざまな要素が原因として挙げられている。施工

記録の作成は杭工事の本来作業ではない二次的な作業として、実際に工事に従事している者にとって軽視しがちな

業務であったのではないかという指摘もある。

最近の建築・土木工事においては、施工記録の保存・保管は品質管理の一環として、より重要度を増している。そ

の背景として、事業主やエンドユーザーが品質管理結果・状況の詳細な説明を求める場面が増えており、その説明材

元請技術者、杭工事管理者及び工事監理者が立会うポイントと記録方法を明確化し、施工計画書に記載する。 

【必須事項】 

図-3.1 支持層出現深度の確認方法の例（※3-1 抜粋） 

図-3.2 施工時記録項目の例（※3-1 抜粋）

【試験杭】

 

【本杭】

 

支持層出現深度の確認は、ボーリング調査の結果を参考とし、掘削電流値（掘削抵抗

電流値や積分電流値）やその波形および施工状況の変化等により確認を行う。その掘削

電流値は、当該現場の設計支持層管理電流値として、本設ぐいの支持層出現の判定に利

用する。 

 支持層出現深度が設計時の深さと異なる場合（所定の深さまで掘削が困難な場合や所

定の深度に達しても支持層が出現しない場合）には、別途設計者と協議する。 

本設ぐいの施工は、試験ぐいの掘削電流値（掘削抵抗電流値および積分電流値）の変

化状況や施工状況と照らし合わせながら施工し、管理電流値や施工状況の変化により、

支持層出現深度の確認およびくい先端位置が設計で定められた支持層に混入されている

ことを確認する。 

掘削電流値が管理値を下回った場合は、ボーリング調査結果、試験掘り、試験ぐい又

は先に施工された本設ぐいの施工データと比較し、その妥当性を設計者と協議、検討す

る。問題がなければその値を新たな管理値とするなどの対策をとる。所定の深さまで掘

削不可能な場合等はロックオーガー等で先行掘削を行い、その後、本工法仕様の施工を

実施する。支持層出現深度が設計時の深さと異なる場合は、別途設計者と協議し、くい

下長を伸ばすなどの対策を施す。 
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料として施工記録が多く用いられている。いわゆる「トレーサビリティ」という説明責任が強く求められている。

一方、既製コンクリート杭工事においては、杭メーカーにより様々な施工記録が作成・整理され、施工完了後に元請

会社に提出されることが多い。残される施工記録は、施工指針に従って適切に施工したことの証拠（エビデンス）とし

て、有意なものでなければならない。

一般的に電流値と N 値との定量的な関係はないとされており、残された電流値からだけでは支持層到達を判断でき

ないが、リアルタイムの記録である電流値を一つの指標とした支持層到達深さや、掘削機の振動等も含め総合的に判

断したその結果を記録することは重要である。なお、もう一つの流用対象である「根固め液の注入量」は、これが不適

切な値であればソイルセメントの強度が不足し、求められる杭性能が得られない可能性が示唆されることから、杭毎の

注入量の記録が残されなければならない。

施工データの管理において杭施工管理者及び現場技能者にとっては、品質を保証する証拠というよりは、「今日も

ちゃんと仕事していました」ということを示す記録、作業日報と同じ意味合い程度に扱ってしまうことになりかねないので、

正しい理解に基づいて杭施工管理者及び現場技能者に対する指導・育成が重要である。

杭工事の施工記録として残すべきものは、後に性能・品質をトレースする際に有効なものである必要があり、杭工事

管理者及び杭施工管理者の責務としてだけでなく、同じ観点で元請としてもこの点を正しく理解し、施工計画を立案す

る必要がある。

本項では、元請、杭メーカーとして残さなければならない杭の施工記録の内容について解説する。

3.2.1  施工記録の充実と保存期間の義務化 

従来は、施工サイクルタイムの記録は、試験杭の施工

結果を「施工サイクルタイム図」に記載し、本杭はこの施工

サイクルタイム図に準じて施工を行う場合が多く、杭毎の

施工サイクルが記録として残らない場合が多かった。

電流値や根固め液の注入量等も記録としては数値を管

理表に記載されていれば良く、付録として図表が保管され

ている場合が多い。

今後は、施工品質を保証するエビデンスとする目的で、

杭毎の詳細な記録を残すことを原則とする。残すべき記

録としては、杭毎の施工サイクルタイム記録・電流計・根

固め液の記録、サンプリング管理としたセメントミルク又

はソイルセメント強度、杭材料及びセメントの納品書等が

あり、その項目を施工計画書に記載する。

図-3.3 は「施工サイクルタイム図」の例、図-3.4 は「施工

サイクルと電流値や注入量データ出力の統合的出力事例」

を示しており、杭毎にこれらのデータを保存し、保存形

式は電子データ、保存期間は建物解体までの期間と

する。

＜引用＞※3-2 三谷セキサン（株）：施工計画書 Hybrid A TP

図-3.4 施工サイクルと電流値や注入量データ出力の統合的出力事例

図-3.3 施工サイクルタイム図の例

施工サイクルタイム記録、電流計・根固め液の記録

及びセメントミルク強度の記録等は電子データとして建

物の存続期間保存する。 

【必須事項】 
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3.3 施工立会いルールの明確化 

 本項では、1.で述べた責任の所在をより明確にする目的で、責任を負うべき者が現地確認するポイントとその記録方

法について解説する。 

3.3.1  施工管理チェックシート 

施工管理にあたっては、杭毎に「施工管理チェックシート」を用意し、施工ポイント毎に記載する必要がある。 

図-3.5 は「施工管理チェックシート」の一例を示している。同シートには、元請技術者が立会わずに行った施工状況

を杭工事管理者が記載すれば良いもの、元請技術者が立会って確認するものを明確に記載する。 

 

3.3.2  元請技術者の立会い 

元請技術者が立会う場合、現地にて確認するものは以下の項目があげられる。 

・機器の校正      ・杭材料 

・杭心墨出し      ・支持層深度 

・根固め液、杭周固定液の配合（必要数のセメントミルク比重測定） 

・継手の施工      ・杭天端レベル   等 

図-3.5 施工管理チェックシートの例（COPITA 作成） 

施工管理にあたっては、杭毎に施工管理チェックシートを作成し、施工ポイント毎に確認内容を記載する。 

【必須事項】 

NO.

杭工事管理者

NO 時刻

杭心ズレ記載 特記事項 ・写真撮影および各項目の確認は、施工時に元請技術者がおこなう。

セット時 建込み時

【協議内容・対応方法等】

　　　　：元請技術者の立会い 　　　：写真撮影プロセス

元請

ヘッド付着土砂の確認 有　　・　　無

GL-      m　/　　　　　　　A

先端地盤確認深度⑤ 管理・記録装置の積分電流値と柱状図との比較

4

総合判断先端地盤深度　　　　　　　　　　ｍ 重機の振動・モータの音の変化した深度 GL-                       m

5 掘削深度の確認④ 杭頭レベル・杭長・杭下長を確認 GL-                       m

瞬時電流値が変化した深度と電流値

14 杭建込み時心ズレ確認 図面を基準とし、逃げ心方向・ズレ長さを下記に記載する X：　　　　　Y：

15

12 杭の接続 継手仕様による　　全数写真管理 合 ・ 否

13 杭頭レベル① ±　　ｍｍ以内（回転キャップを外し時のレベル値・時刻） GL-            m

10 杭周固定液注入 規定注入量確認　　　　計画値　　　　ｍ3　　　終了時刻→ m3

11 杭建て込み時の鉛直性 傾斜 １/100以内     直角2方向確認 合 ・ 否

8 拡大確認 拡大したことの確認 合 ・ 否

9 根固め液注入 規定注入量確認　　　　計画値　　　　ｍ
3　　　

　終了時刻→ m3

7 拡大球根長確認 認定上の拡大球根長であるか確認 　　　　　　　　m

6 杭根入れ長　⑥

GL-                       m
杭    全　 長      ②   　　　　　　　　　　　   m

設計杭先端深度 ③ GL-                             m

3 リーダの鉛直確認　・　掘削時の鉛直確認 合 ・ 否
杭材ロットNo 中杭     

杭材ロットNo 下杭     
傾斜 １/200以内     直角2方向確認

2 掘削ヘッドの状態確認 合 ・ 否
杭　　　　　径    φ

杭材ロットNo 上杭     

杭径の確認

ヘッド摩耗状況　・　先端爪摩耗状況確認

1 杭心セット時のズレ 杭心位置に対して±30㎜以内　　　　　　　　　開始時刻→ X：　　　　　Y： 杭　　番　　号    No.

管理項目 管理内容 判定・実測値 施工日 平成　　  　年　　  　月　　  　日

先端地盤への根入れ長を確認 　　                       m

　施工管理チェックシート 工　　　事　　　名　　　称 工事監理

           工法　　

設計先端地盤深度

掘削深度④

GL±0

設計掘削深度

▼

杭頭深度①

杭長②

杭の継手

レベル位置 GL+

X

Y

X

Y

ｍ

ｍ

先端地盤確認深度⑤

⑥

ｍ

ｍ

写

写

写

写

写

写

設計杭先端深度③

ｍ

写

立

立

立

立

立

立

立

立

立 写
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試験杭の場合、元請技術者・杭工事管理者はすべての項目について確認する必要がある。 

本杭の場合は、全ての杭の掘削深度への到達及び根固め液の注入量について、杭毎に杭工事管理者が判断し、

施工計画書に記載された立会い頻度で、元請技術者がこれを現地にて確認する。想定される支持層の不陸が大き

い場合は元請技術者が全杭の支持層到達の立会い、支持層が平坦な場合や群杭の場合は、立会い頻度を施工計

画書にて明確にする。設計図書や杭施工指針に記載がある場合はそれに従う。

3.4 アナログ式記録機械の使用ルール 

 本項では、施工管理記録の流用問題が数多く見られたアナログ式記録機械の取扱いに関して、測定記録の紛失等

の防止対策等について解説する。

3.4.1 専属記録係員の配員 

これまでは、現場に常駐する杭工事管理者が杭工事

の全体指揮をとりながら電流計や流量計を操作して測定

記録を出力していたため、工事打合せ等での不在時や

スイッチの押し忘れ等で測定記録の収集ができない場合

があった。また、紙へのデータ出力のため降雨でにじん

だり、破損・消失する等して、測定記録を得られないケー

スが発生していた。

そのため、今後は杭工事管理者とは別に専属の記録

係員を配置することで、データ取得のミスをなくす等、確

実に施工記録を残す体制とする。

図-3.6 はアナログ式記録機械の電流値の出力例を示

す。電流記録は横軸が電流値で縦軸が経過時間である

ことから、深度の情報は専属係員が都度記録紙に直接

記入していく必要がある。手計算で積分電流値に置き換

える場合は、少なくとも 1ｍ毎に深度を記入しなければな

らないため、専属の記録係員がつきっきりで対応し記録

を残すこととなる（図-3.7 等）。 

また、アナログ式記録機械の場合は記録紙に電流値

の波形しか出力されないため、杭 No、施工日、開始・完

了時間、杭深度、記録スピード、作業状況は直接記録紙

に記載するか、あるいは作業日報を作成し記録用紙を添

付する必要があるため、報告資料の作成には相応の手

間と時間がかかる。

なお、施工報告書原本には、記録紙のコピーは不可と

し、測定記録の原本を貼り付けることを原則とする。

また、記録紙の紛失等に対処するため、記録紙や記録状況を写真撮影することも検討する。

＜引用＞＊3-3 一般社団法人コンクリートパイル建設技術協会編：既製コンクリート杭の施工管理（2013 年 5 月）

アナログ式記録機械を使用する場合は、杭工事担当者とは別に専属の記録係員を配置し、確実に記録を残す計

画とする。また、報告書には測定記録の原本を貼り付ける。 

【必須事項】 

図-3.6 電流計測定記録の例

図-3.7 手計算による積分電流管理図の例
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3.5 統合的な管理システムの採用推進 

 前項の通りアナログ式記録機械では専属係員を配

置してもその作業量が膨大になる可能性が否定でき

ない。そのため、施工記録機械として統合的な管理

システムの採用を推進する。

3.5.1  統合的な管理システムの課題 

図-3.8 に積分電流記録表の例を示す。保存デー

タから容易に記録表を作成可能であるため、アナロ

グ式記録機械に比べて報告書作成時の負荷が少な

いのが特徴である。記録用紙 1 枚に杭毎の施工サイ

クル記録、電流計、根固め液の記録等を残すことも可

能であるが、下記のような問題もある。

統合的な管理システムで起こり得るエラーと対策例は以下の通りである。

①故障

・PC のフリーズ ⇒（対策例）PC を再起動し、その場面から再開するか、初めからやり直す。 

・深度とび（重機や発電機のノイズで、突然、深度ずれが発生する）

⇒（対策例）正しい深度を入れなおして再開する。施工チェックシートに記録する。

・ケーブルの断線 ⇒（対策例）修理交換する。

・エンコーダ等機器の故障 ⇒（対策例）交換する。

②操作ミス

・スタート間違い：深度の 0 設定を間違う。

⇒（対策例）「杭工事管理者と杭施工管理者」等の二重チェックとする。

・深度ずれ：計測ワイヤの揺れや滑りで深度がずれる。

⇒（対策例）ロットにマーキングしてレベル確認する。

③データ破損

・衝撃：PC への衝撃で HD が破損する

⇒（対策例）保護カバーの取付や防振装置を設置する。

・過電流：発電機から突然の過電流で瞬間のデータ保存に失敗する。

⇒（対策例）要所での写真撮影やビデオ撮影を併用する。

これらの問題に対処するには、施工中に管理装置の画面を撮影しておくと、施工管理記録の代用となる。統合的な

管理システムは、施工の状況をモニタリングしながら深度・注入量等の数値を表示できるシステムのため、モニターの

写真撮影の併用は、万が一のデータ消失にも対処できるために有効な手段となる。

 さらなる合理化として、①保存データを収集と同時にクラウドサーバへ自動転送する、②保存データに手を加えずに

ボタン一つで報告用のシートが作成できる、③データ保存が開始されていない場合はオペレータ画面に注意表示が

出る、等の統合的な管理システムとしての改善提案が挙げられる。

＜引用＞＊3-2 三谷セキサン：施工計画書 Hybrid A TP

統合的に杭施工データを自動記録するシステムにおいて、元データの流用防止や報告書作成を自動化する等の

ヒューマンエラーの防止を図ることが出来るシステムの採用を推進する。

【必須事項】 

図-3.8 統合的な管理システムによる積分電流記録表の例
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3.6 トラブル発生時の対応

 施工中に予定外の事態はしばしば発生する。トラブル発生時に慌てることなく対応するためには、事前に対応方法

や対応ルートを明確にしておく必要がある。本項では、トラブル発生時にどのように対応すれば後々のデータ流用等

を防止できるかについて記述する。

3.6.１ トラブル対応ルート 

施工計画段階にて、地盤条件やトラブル事例等から想定される不具合を事前に挙げ、設計・工事監理者と対策を決

めておくこととする。

想定から大きく外れた場合は、杭工事管理者→元請の杭担当技術者→元請の監理技術者→工事監理者→発注

者・設計者と速やかに連絡し、対応方法について協議する。この連絡・協議のルートを施工計画書に明記するとともに、

先述した施工管理チェックシートに記載欄を設ける、あるいは「協議書」や「トラブル報告シート」（事前にフォーマットを

準備。例を 19 ページに掲載）を作成する等で、協議内容・対応方法を記録として残すことが出来るルールと環境を構

築とする。

3.6.2  トラブル事例 

(1) 施工上のトラブル

 埋込み杭施工時のトラブルに関しては、「既製コンクリート杭の施工トラブル事例

集（一般社団法人コンクリートパイル建設技術協会）」に多くの事例が記載されてい

るので、トラブル対応策の参考となる（図-3.9）。代表的な事例としては、固定液の

逸水、杭の高止まり、支持力不足、杭の沈下等が挙げられ、事例の抜粋を 20 ペー

ジに掲載する。

(2) 施工記録作成上のトラブル

施工中にアナログ式記録機械や統合的な管理装置の作動不良等のトラブルが

発生した場合は、あらかじめ対策を計画しておけばスムーズに作業を再開できるが、

必ず元請技術者に報告した上で作業を再開することとする。

施工後に施工記録（アナログ式記録機械の記録用紙や統合的な管理装置の保

存データ）を破損、紛失した場合等は、3.3.1で述べた「施工管理チェックシート」に

より施工品質に問題のないことを示すことができるため、杭毎に「施工管理チェッ

クシート」を作成し、監理技術者及び工事監理者の承認を受けておくことが重要で

ある。

図-3.9 トラブル事例集

施工中にトラブルが発生した場合は、速やかに工事監理者を通じて発注者、設計者と協議して解決を図り、記録

を残すことが出来るルールと環境を構築する。 

【必須事項】 

18



＜協議書・トラブル対応シートの例＞
報告日：○○年　○月　○日

○○○○新築工事

○○設計

○○設計事務所

○○建設 （監理技術者） 日建　連太郎

（杭担当技術者） 日合　健太郎

　〇○パイル工業 （杭工事担当者） 〇○　〇○

　〇○基礎工事 （杭工事担当者） 〇○　〇○

　〇○工業

○○年　○月　○日　　15：15～

杭No9において、想定深度まで掘削しても、支持層確認できない。

１：試験杭のような電流値の変化が認められない。

２：掘削機の反動や振動が見られない。

３：杭の掘削抵抗が大きくならない。

４：オーガーを引き上げても、想定した土質が得られない。

・支持層予定部で地盤勾配が急激に下がっている。

協議者：設計者：〇○、工事監理者：〇○、

元請技術者：○△：〇○パイル：〇○

ＳＴＥＰ０１：追加ボーリングを実施して、支持層を確定する：実施日　〇○～○　 元請

ＳＴＥＰ０２：杭の長さを再設定する ○月○日 設計者

ＳＴＥＰ０３：設計変更通知発行 ○月○日 設計者

ＳＴＥＰ０４：設計変更に伴う契約協議＆契約変更手続き ○月○日 発注者

ＳＴＥＰ０５：追加パイルの調達 ○月○日

ＳＴＥＰ０６：施工再開⇒通常施工に戻る ○月○日

再施工設計立会い予定日

支持層について地層断面図が確認できていないエリアについて追加ボーリングを

実施し、支持層を確定する。 元請＋設計者

＊追加ボーリング及び杭長さの変更については、工期と工事費を試算する。 発注者

施工時記録写真を添付

〇/○ 〇/○

杭施工会社名２次

杭施工会社名３次

杭　工　事　　　　協　議　書

工事名

設計者 設計会社名

監理者 工事監理会社名

その他
（添付資料等）

施工者

元請
元請会社名

杭工事

杭施工会社名１次

杭担当技術者 杭工事担当者 杭工事担当者

日　時

協議内容

原因

対応方法

今後の対策・
再発防止策

〇○

確認日

確認印

（監理会社名） （元請会社名） （1次会社名）

〇/○ 〇/○ 〇/○

〇○
設計者：〇○

〇○ 〇○ 〇○

（2次会社名）

工事監理者 監理技術者

砂質土

砂まじり礫

砂まじり粘土

シルト

砂質土

盛り土

ＧＬ±0

-5Ｍ

-10Ｍ

-15Ｍ

-20Ｍ

ＧＬ±0
10 20 30 40 50 60Ｎ値

支持層深度の急変により杭を延伸する
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トラブル事例（既製コンクリート杭の施工トラブル事例集より抜粋）
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トラブル事例（既製コンクリート杭の施工トラブル事例集より抜粋）
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トラブル事例（既製コンクリート杭の施工トラブル事例集より抜粋）
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トラブル事例（既製コンクリート杭の施工トラブル事例集より抜粋）
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4.1 施工組織の遂行能力の確認

元請技術者は、杭工事契約段階及び工事着手前に杭メ

ーカー及び杭施工会社が 1．3 に示す各責務を企業として

遂行できる能力を有することを表-4.1 の内容にそって確認す

る。さらに杭工事着手前に、元請技術者と杭メーカーの杭工事

管理者にて設計要求仕様の確認を行い、必要な機械類、現

場技能者の技術レベルを確認したうえで、具体的な設備の準

備・人選を進める。 

施工中は、施工計画書に記載された杭工事担当者（1.4 を

参照）が確実に配置され、実質的な品質管理業務を遂行して

いることを確認する。 

元請の杭担当技術者は、建築士・建築施工管理技士・土木施工管理技士等の有資格者程度の施工関連の基礎

的知識を有する職員または前述の有資格者が行う杭工事及び当該杭工法に関する教育を受けたものを配置する。 

4.2 着工前周知会の実施

杭工事着手に先立ち、杭工事関係者に対して施工計画

の確認を行う着工前周知会（事前検討会）を元請主催によ

り開催する。 

参加者は元請技術者（監理技術者・杭担当技術者）、杭

メーカーの杭工事管理者（杭メーカーが 2 次下請の場合は、

1 次の杭工事管理者も含む）・杭施工管理者・現場技能者な

どの関係者とし、周知・確認する内容は、設計図書、施工計

画書、工程、地盤調査結果、周辺環境、安全管理計画等と

する。

着工前周知会では参加者が当該杭工事の計画内容を十

分に理解し、疑問点についてはこの場で確実に解消してお

くことが重要である。特に各担当者の施工中の作業プロセスごとに具体的な担当職務と責任の所在について確認し、

品質管理の空白部分が無いようにしなければならない。杭施工指針や設計要求性能に係る留意点を確認し、施工に

際しての理解をより深めておく。また、不具合発生時や不測の事態における対応等も確認しておく。 

工事着手前に、杭工事の重要性、施工管理記録の重要性を再確認し、建設工事に携わる者として倫理観と矜持を

もち、法令遵守の精神に基づいて設計図書・施工計画書・関連法規等と確実に整合するように工事に取り組むことを

関係者で意思統一をはかることが重要である。また、相互にコミュニケーションを十分にとり、速やかに相談できる雰囲

気作りにも配慮する。 

４ 施工段階の確認事項

元請技術者は、杭メーカーの選定にあたり、実際に工事を行う杭メーカー・杭施工会社が所定の資格に加えて十

分な遂行能力を有することを確認する。 

【必須事項】 

元請技術者は、杭工事着手に先立ち、杭工事関係者に対して施工計画の着工前周知会（事前検討会）を開催

し、計画通り確実に施工するための足固めを行う。 

【必須事項】 

写真-4.1 着工前周知会開催の様子

表-4.1 遂行能力の確認項目

企業としての品質確
保への取組姿勢

十分な品質管理、リスク回避に適応し
たシステムを構築し、高い倫理感をもっ
て行動する企業であること。

杭の施工能力 当該杭の施工能力を有していること。

当該プロジェクトの施
工能力

設計図書において記載されている杭
工事について、所定の品質を確保しつ
つ計画された工期内で責任をもって確
実に実施しうる機械・機器と現場技能
者の調達が可能であること。
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4.3 試験杭での施工プロセスの確認

4.3.1 試験杭施工の目的 

試験杭は、本杭の施工前に、設計内容・施工計画・施工

管理方法等の妥当性を確認する為に実施する。現地の地

盤状況や周辺環境を把握のうえ、設計図書・施工計画書通

りの一連の施工が実際に可能で適切であるかを確認する。 

試験杭の位置は設計図書によるか、工事監理者を通して

発注者、設計者と協議して決定する。 

試験杭はその目的から、計画されている使用機械、作業

手順等と同一内容で実施し、各担当者がそれぞれ立会った

上で、表-4.2 に示すような項目の確認等を行う。また、試験

杭の施工状況の結果を分析し、必要に応じて施工計画の見

直しを行う。このように試験杭は形式的に行うものではないこ

とを各担当者がよく認識したうえで、計画・実施する必要があ

る。 

試験杭は原則として設計図書等にて特記された位置で行

い、通常は本杭にて実施することが多い。また、日程の設定

に際しては、計画修正の為の時間を確保するために、十分

余裕をもって工程計画を立案するように配慮する。 

4.3.2 試験杭施工時における重点管理項目の確認 

試験杭施工に際しては、前述のように様々な確認項目があるが、現場地盤状況や実際に使用する機械・機器類との

組み合わせをふまえた品質確保方法を策定する観点から、以下の 2 項目については元請技術者、杭メーカーの杭工

事管理者（杭メーカーが 2 次下請の場合は、1 次の杭工事管理者も含む）、杭施工管理者で管理方法を明確にしてお

くことが必要である。

基本的には、各工法に定められた施工指針に従って施工および確認を行うものとするが、①支持層の確認方法、②

根固め部の施工管理方法について標準的なフローを例として図-4.1 および図-4.2 に示す。 

試験杭は工程に余裕を持って実施し、設計条件と実際の地盤条件を把握することにより、計画した施工方法の妥

当性を確認する。 

【必須事項】 

表-4.2 試験杭施工における確認項目例

写真-4.2 試験杭の施工状況

(1) 地盤に適合した杭の設計長

(2) 掘削孔の施工サイクルタイム

(3) 適切な施工機械・容量の選定

(4) 支持層の検知状況

(5) 支持層の位置(深度)と土質標本との整合

(6) 各種注入液の配合の適否や使用量
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＜支持層の確認方法＞ 

≪留意点≫

①杭施工時の掘削において予定支持層に近づいたら、掘削速度を一定に保ちながら電流値の変化を読み取り、土

質柱状図のＮ値と対比させて支持層の確認を行う。さらに掘削音や掘削機械・オーガーモータの振動状況等から

杭工事管理者と協議して支持層到達を確認する。この際、実際に使用する計器毎のデータ表示内容や出力形

式、記録保管方法等を各担当者間でよく確認しておく。

②設計図書で定められた予定掘削長と、掘削作業完了時の最終掘削深度の整合を確認する。

③掘削作業完了後、掘削ロッドをゆっくりと引き上げ、ビット先端部分に付着している土砂を採取・観察し、土質標本

資料と照合して支持層を確認する。（本杭施工時は、先端土砂の確認作業は状況に応じ適宜実施する。実施す

る場合は工程への影響も検討する。）

④予期せぬ不陸等により想定した支持層が検出できない場合は、早急に元請技術者、杭工事管理者、工事監理者

間において情報共有し、原因を調査したうえで対応方法を検討する。

⑤元請技術者は、施工計画書に基づく頻度で電流値の確認プロセスで現地立会いを行うものとする。

図-4.1 支持層確認のフローの例

このフローは一例であり、杭工法により施工手順が違うため、工法にあわせた施工管理フローとすること。

START

ボーリング柱状図確認

支持層の想定

土質調査・試験掘り、ボーリング

掘削作業

掘削作業

支持層近接ま

で掘削したか

掘削速度は

一定か

掘削速度調整

オーガー回転

速度は適切か

施工記録は

正常か

オーガー回転速度調整

想定掘削

深さか？

電流値は

適切か？

オーガー回転速度調整

掘削

元請、工事監理者協議

元請杭担当技術者

の立会い

元請杭担当技術者に

立会い要請

END

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

対応策実施

元請・工事監理者

確認

ＮＯ

ＹＥＳ

判断者：杭工事管理者

確認者：元請技術者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

確認者：元請技術者

発注者・設計者情報共有
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＜根固め部の施工管理方法＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪留意点≫  

①計画配合に基づき、プラントミキサーの混練能力(容量)を考慮しながら 1 バッチ当りの配合を決定し、練上り量が

必要量以下とならないよう、また計画した水セメント比以上(貧配合)とならないように注意する。 

②セメントミルクの注入量については、管理機器のモニター画面の計測値(アナログ式記録機械の場合は記録用紙

に印字される計測値)で確認を行う。 

③圧縮空気又は掘削水から杭周固定液又は根固め液への切り替えタイミングを確認。注入液の切り替えの際、切り

替え位置であるグラウトポンプから吐出口である拡大ヘッドまで距離があり、切り替わりに時間を要するので、事前

に注入液の拡大ヘッド位置までの到達時間の測定・把握をしておく。 

④元請技術者は、施工計画書に基づく頻度で根固め総量の確認プロセスで現地立会いを行うものとする。 

図-4.2 根固め部施工管理のフローの例 

このフローは一例であり、杭工法により施工手順が違うため、工法にあわせた施工管理フローとすること。 

START

根固め計画周知

計画通りか

確認

計画再設定

根固め液調合

調合確認

送り出し確認

確認

END

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

空管部送り出し

根固め下端部

根固め上端部

確認

根固め材注入・上下反復

注入状況・反復回数

確認

根固め総量確認

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

調 整

調 整

調 整

調 整

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ

記録

ＮＯ

ＹＥＳ

協議処置

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

判断者：杭工事管理者

確認者：元請技術者

判断者：杭工事管理者
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4.4 根固め液未固結試料の直接採取による強度管理 

近年の調査・研究において、特に高支持力既製コンクリート杭工事においては、支持力に影響する根固め部の強度

の品質確保の重要性について指摘されている。このため当指針では、根固め部のソイルセメントの未固結状態の

試料の圧縮強度試験を行い（図-4.3 参照）、品質を確保することを推奨する。また、元請及び杭メーカーは、未

固結試料採取による圧縮試験を出来るだけ実施し、データ収集するように努める。未固結試料による強度管理を行う

場合の要点を以下に示す。 

(1) 目的と作業の流れ 

実際の地盤状況と、採用された工法を考慮

した根固め部の施工・管理方法の妥当性の確

認を行う。杭先端拡底部分の未固結のソイルセ

メントを直接採取して作製した供試体で圧縮強

度試験を実施し、適切なセメントミルクの調配合、

注入方法、注入量、サイクルタイム等の確認を

行い本施工にフィードバックする。 

(2) 結果の評価（強度の判定） 

圧縮強度試験の結果が、工法毎に定められ

た目標強度以上であれば良いものとする。 

目標強度は、根固め部の必要強度のみなら

ず、根固め部の強度確認に関する過去の実績

や計画敷地の地盤条件を考慮し、工事監理者

を通して設計者と協議して定める。 

(3) 確認時期 

 本杭の施工に先立ち実施する。この強度判定期間を工程に見込んでおく必要があり、また、施工条件や工事規模に

応じて実施本数、強度確認材齢や強度の評価手法を施工計画書に明記する。 

(4) 留意点 

管理材齢の設定と、強度試験実施までの間における本杭施工着手の可否についての判断が必要となる。適切なソ

イルセメント強度が得られない場合は、その対応方法について、工事監理者を通じて発注者・設計者と協議する。 

＜引用及び参考資料＞ 

※4-1 高支持力埋込み杭の根固め部の施工管理方法の提案(（一社）日本建設業連合会 建築技術開発委員会 平成 25 年 4 月) 

 

根固め部のソイルセメントの未固結試料を直接採取して作製した供試体により、圧縮強度を確認する。 

【推奨事項】 

図-4.3 施工試験の方法例(※4-1) 

写真-4.3 未固結試料の採取～供試体作成例 
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4.5 本杭施工時のプロセスへの立会いと記録

4.5.1 杭施工中の現地での立会い 

本杭工事中、3.3 で定めたように元請技術者が現地立会い

すべき施工プロセスは、根固め部の掘削プロセス及びセメント

ミルク注入プロセスとする。

支持層での掘削プロセスでは、杭工事管理者が電流波形

の検分状況、重機の振動、オーガーモーターの音の変化や

最終的な掘削深度等の管理状況を総合的に確認することに

より、掘削が支持層に確実に到達したことを判断する。また、

セメントミルク注入プロセスでは、杭工事管理者が、注入量に

ついて、管理機器のモニター画面の計測値(アナログ記録式

の場合は記録用紙に印字される計測値)で確認する。元請技

術者は、施工計画書に基づく立会い頻度で前記 2 つの施工プ

ロセスについて施工計画書通りに判断されているか現地で確認する。

4.5.2 現地立会いの記録と保管

4.5.1 の現地立会い、管理状況確認の実施後、所定のチェックシート上にサイン等をその場で残すことにより現場立

会いの記録とする。このチェックシートは 4.6 に示すように当日の施工後にあらためて確認することとする。このような管

理を常時行うことにより、例えば不測の事態により電流計等の記録データが消失したような場合においても、元請技術

者が現地で立会うことで、確認の事実をもって適切な施工管理の実施と杭の支持層への到達のエビデンスとすること

が出来る。 

4.6 速やかな杭ごとの施工記録の確実な作成と内容の確認

4.6.1 日々の杭施工記録の作成と報告、確認 

作業終了後は、時間の経過とともに記録や記憶は失わ

れやすくなり、施工における不明部分の事後確認も困難な

ものとなる。したがって、杭工事管理者は杭一本毎の施工

管理記録を毎日（少なくとも翌朝には）速やかに元請技術

者へ提出する。元請技術者は受領した記録内容を日々遅

滞なくチェックし、それぞれの杭の各管理項目について適

正な施工が行われていることを確認する。

毎日提出する施工管理記録内容は、杭毎の施工チェッ

クシート及び施工計画書に記載した管理項目とし、施工プ

ロセスの記録写真も遅滞なく提出する。

元請技術者は、施工計画書に従って必要な施工プロセスに立会い記録を残す。 

【必須事項】 

写真-4.4 支持層確認時の立会いの様子

杭工事管理者は杭施工報告を杭毎に作成し、毎日（少なくとも翌朝には）、元請技術者へ提出し、元請技術者

の確認を受ける。 

【必須事項】 

図-4.4 杭毎の施工記録の作成・報告と確認
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4.7 間違いが起こりうるという前提での施工推進

杭工事施工中は自然相手の屋外作業であり、支持地盤の不陸発生等様々な想定外の事態に対応しながら施工し

ているのが現状である。想定外の事態への対応に追われ工程的に余裕のない中、作業を進めることも珍しくない。施

工報告書作成時のデータ類の錯綜、ヒューマンエラー等が起こりやすくなる。従って元請技術者は、これらに起因する

記入ミス、記入漏れ等が各記録中に存在しうるという前提で内容の確認を行うことが求められる。記録内容に疑義があ

る場合は都度、杭工事管理者・杭施工管理者に質疑・質問を行い、不明確な点を残さないよう速やかに適切な処置

を行うことが必要である。

これまでの調査により、掘削作業（支持層確認）時やセメントミルク注入時の記録データ類が消失するケースが散見

されている。このような記録類を確実に取得、保管するための準備を入念に行う。 

＜例＞  ① 毎日の作業前の機器の動作チェックや電源類の確認 

② 適切なキャリブレーションの実施

③ 現場技能者の機器類の誤操作を防ぐための警告掲示

④ 記録紙や印字用インク残量の事前確認

⑤ 入念な降雨・強風対策の実施

⑥ 適時バックアップの実施

⑦ 記録データ消失に備えたカメラ等の代替記録手段の準備

なお、記録データの消失等のトラブル発生時は、3.6 に従い速やかに対処する。
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5.1 杭施工技術学習会の定期開催 

5.1.1 杭施工技術学習会の開催 

杭施工技術学習会は、既製コンクリート杭を対象とし、

施工管理上の留意点の理解を高めることで、品質の向上

とトラブル防止を図ることを目的とする。また、技術者とし

ての倫理観と矜持、法令遵守の精神を育成する場とする。 

日本建設業連合会（日建連）、コンクリートパイル建設技術協会（COPITA）が共働して学習会運営委員会を立ち上

げ、COPITA 主催で学習会を開催する。学習会運営委員メンバーは、日建連施工部会の杭の施工管理を専門とする

メンバー及び COPITA の施工委員会メンバーとする。また、学習会には、杭施工現場見学会も加える。 

学習会の議題は、学習会運営委員会で決定する。表-5.1 にその一例を挙げる。なお、建設工事に参画する者とし

ての倫理観、矜持、法令遵守の精神を育成するため、学習会の冒頭に日建連施工部会の講話を入れる。また、品質

向上に向けての改善提案や、技術者の育成に対する取り組み、協会への貢献度等、優れたものに対する表彰も行う。 

施工管理のみならず、設計段階で明記すべき事項や、発注者やユーザーの理解を得たい項目について情報共有

する。 

 

5.1.2 学習会の成果の公開と水平展開 

学習会の成果物としては、トラブル事例集、品質向上に向けての提案、施工管理 Q&A 等が挙げられる。 

これらを、パネルディスカッションや日建連、COPITA のホームページにて公開する。また、パネルディスカッション

やホームページでは、ユーザー他の意見を受け付け、その後の活動に反映する。 

学習会の成果の水平展開にあたっては、日建連会員各社の施工管理基準、施工計画、工事の周知会、社内研修

資料等に反映することを推進する。また、COPITA 会員各社は、各工法の施工管理講習会等で成果を水平展開する。

さらに、各社で水平展開した結果得られた有用な情報を学習会にフィードバックする。 

 

5.2 施工管理指針の改訂 

今回作成する施工管理指針について、日建連、COPITAが共同でフォローし、公的な規基準や各種学会の規基準

の改訂内容や、学習会の成果を反映し、必要に応じて改訂・更新する。 

 

① 講話（日建連 施工部会） 

② 施工中・施工後のトラブル事例の紹介 

（経緯、原因、対処、再発防止策 等） 

③ 成功事例の紹介 

（ハード面、ソフト面、水平展開すべき内容 等） 

④ 更なる品質向上に向けての提案 

⑤ 発注者、設計、工事監理、元請、施工業者への 

提案・要望事項等 

⑥ 工法講習会の実施状況、支部・地区ブロックへの 

水平展開の状況報告 

５ 業界をあげた技術学習会の定期開催 

日建連と杭業界が共同し、定期的に杭施工技術学

習会を開催し、成功事例や不具合情報を共有する。 

学習会においては、施工管理技術のみならず、建

設工事に参画する者としての倫理観、矜持について

も取り上げ、法令遵守の精神を育成する。 

【必須事項】 

表-5.1 学習会の議題の例 
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6.1 ICT によるプロセス管理の効率化  

6.1.1 携帯端末を活用した施工プロセス管理 

各施工プロセスを記録写真として残すことは、適正に施工されたことのエビデンスとして有効である。現状では、撮影

前の黒板の準備や写真撮影後の複数の写真を整理する業務に多くの時間を要している。 

施工プロセスに従って写真を撮影し、自動編集できる ICT を活用できれば、これらの業務を無理なく実施できる。 

一例として、スマートフォンやタブレット端末用アプリ 「Field Pad」を利用した施工プロセスデータの整理方法を紹

介する。この手法では、通常の施工管理を進めながら施工プロセスを撮影し、クラウドサーバーに送信することで容易

に施工データの帳票を作成できる。従来、数時間を要していた帳票作成業務を数分で終えることが出来る。作業の効

率化により、写真管理が必要な杭本数が増えても無理なく対応できる。（作業手順を図-6.1、出力例を図-6.2 に示す） 

（※ICT：Information and Communication Technology） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

作業手順 

６ ＩＣＴ導入による施工管理の合理化 

ﾌﾟﾛｾｽ分 
繰り返し 

①施工フローの作成。写真撮影プロセスの設定 

②施工フローPDF の読み込み 

③撮影プロセスの指定（ピンドロップ） 

④コメント入力 

⑤ポイントを指定し写真撮影 （自動振り分け） 

⑥データをクラウドサーバーへ送信 

⑦帳票が指定アドレスに送付される 

②施工フローPDF の読み込み 

③撮影プロセスの指定（ピンドロップ） 

⑦自動作成された帳票 

図-6.1 Field Pad による施工管理報告書作成手順（例） 

※Field Pad の HP ｱﾄﾞﾚｽ ⇒ http://fieldpad.jp 

携帯端末を活用し、施工プロセス管理の効率化を図る。 

【推奨事項】 
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 図-6.2 Field Pad による出力例 

＜報告書出力例＞ 

＜撮影プロセス記載例＞ 
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6.1.2 スマートフォン・タブレット端末等による立会い確認の補完 

施工プロセスの管理として、元請技術者の立会いが必要なポイントが計画されているが、やむを得ず現地立会いが

できない場合もありうる。その場合、タブレットやスマートフォンなどのＴＶ会議システムでリアルタイムに施工状況を確認

できれば、現場での立会い確認を補完することも可能となる。

図-6.3 スマートフォン・タブレット端末等による立会いイメージ

工事監理者・設計者・元請技術者 

＜リアルタイムで確認＞ 

施工状況写真の送信 

WEB カメラ等の画像 

杭打ち工事 現場 
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6.2 施工管理データのクラウド管理

杭工事における施工データは、以下の 6 項目を満たす必要がある。 

①信頼性があるデータが記録されていること

②記録されたデータが変更できないこと

③データが確実に保管されること

④関係者がいつでもデータを確認できること

⑤速やかに帳票を作成可能であること

⑥施工データは紛失や流用がないこと

現在の杭工事施工データは、杭施工管理者が一人で収集して携帯メディアに一時保管しており、施工データの紛

失やそれに伴う流用等を引き起こす可能性がある。

6.2.1 施工記録のクラウドによる管理 

施工データが電子化されたものであれば、通信機器を経由してリアルタイムにクラウドサーバーに送信することで施

工データが保管できる。また、施工データをクラウドに保管すれば、元請技術者等の関係者が任意に確認できる事か

ら、施工データの改ざんのリスクを減らすことができる。

このクラウドを利用したシステムの概念図を図-6.4 に示す。今後、杭工事について、このようなシステムによる施工管

理を推進し、品質管理業務の合理化を図る。

図-6.4 施工記録のクラウド管理の概念図

施工データをクラウドで管理することでデータ紛失や流用を防止する。 

【推奨事項】 
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基礎ぐいは、支持力算定方法の違いによって、①告示に定められた係数を用いる方法、②現地における載荷試験

の結果を用いる方法、③実杭を用いた複数の載荷試験の結果を基に設定した算定式を用いる方法、の 3 種類に分け

られる。このうち、③実杭を用いた複数の載荷試験の結果を基に設定した算定式を用いる方法については、さらに(ⅰ)

建築基準法施行規則第 1 条の 3 第 1 項の規定に基づく大臣認定を取得した工法、(ⅱ) 建築基準法旧第 38 条に基

づく認定を取得した工法、 (ⅲ)第三者機関による技術評定を取得した工法等が挙げられる。 

既製コンクリート杭は、このうちの(ⅰ)又は(ⅱ)であるケースが多いことから、これらについて以下に補足する。 

(1) 建築基準法施行規則第 1 条の 3 第 1 項の規定に基づく大臣認定を取得した工法

大臣認定を取得するためには、国土交通大臣が指定し

た指定性能評価機関において一定の性能を有しているこ

とについて学識者等の評価員による性能評価を受けた上

で、国土交通省に申請を行い、認定を受けることになる。

杭に関する大臣認定は、建築基準法施行規則第 1 条の

3 第 1 項第一号ロ(2)の規定に基づく認定として、平成 13

年国土交通省告示第 1113 号第六第一号において地盤の

許容支持力として示された式の係数（α、β及びγ）の値

の妥当性について認定を受けるものである。

この認定を受けた場合の効果は、確認申請の際に添付

することとされている基礎ぐいの許容支持力算定方法に関する図書を省略することができるようになることである。この

ため、この認定で示された強度を確保するためには、適切な施工を確保することが前提であり、これをなくしてその性

能を大臣が保証しているものではないということに留意することが必要である。

なお、上述の通り、杭の大臣認定において認定しているのは基礎ぐいの許容支持力算出方法の妥当性であり、杭

の施工方法等については認定の対象外であること、すなわち、当該杭を適切に施工できるのであれば、施工方法を

変更する※7-1ことは許容されていることに留意が必要である。

※-7.1 認定書別添の内容から逸脱しない範囲で、施工品質が向上する方法への変更を指す。 

(2) 建築基準法旧第 38 条に基づく認定を取得した工法

平成12年の法改正前には現行法の大臣認定制度と同様の制度として、旧法第 38条の規定に基づく建設大臣によ

る認定制度があった。この認定を受けた杭は当時の基礎ぐいに関する政令の規定によるものと同等以上の効力を有す

るものとして、支持力を設定することが認められていた。

なお、旧法第 38 条の認定を受けた杭は、平成 12 年の法改正により旧法第 38 条が削除された後も当該認定の内

容を基に、平成 13 年国土交通省告示第 1113 号第六に従い、「基礎ぐいを用いた載荷試験の結果に基づき求めたも

の」としてくいの許容支持力を算定することが可能である。

＜参考資料＞別表：既製コンクリート杭認定取得工法一覧表
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（参考）基礎ぐいの支持力算定方法に基づく分類について

図-7.1 国土交通大臣認定の流れ
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分類
先端支持力

係数α
工 法 名 会社名 認定取得年月日 適用地盤 認定番号

取得認定
の新旧

施工指針に基づく
報告書保存期間

管理方法としての統合的な管
理システムの記載

備　考

アトラス工法 ジャパンパイル H3.4.12 砂質土・礫質土（300～600） 建設省愛住指発第24号 A 認定上記載なし C

大径アトラス ジャパンパイル H4.2.12 砂質土・礫質土（700～800） 建設省愛住指発第13号 A 認定上記載なし C

ＳＴ－アトラス工法 ジャパンパイル H11.5.25 砂質土・礫質土（3035～5060） 建設省愛住指発第46号 A 認定上記載なし C

大径ＳＴ－アトラス工法 ジャパンパイル H5.1.7 砂質土・礫質土（6070～7080） 建設省愛住指発第1号 A 認定上記載なし C

砂質土・礫質土・硬質粘性土(300～600) 建設省静住指発第32号

砂質土・礫質土（700～1000） 建設省東住指発第377号

砂質土・礫質土・硬質粘性土(300～600) 建設省静住指発第32号

砂質土・礫質土（700～1000） 建設省東住指発第377号

砂質土・礫質土・硬質粘性土(300～600) 建設省静住指発第32号

砂質土・礫質土（700～1000） 建設省東住指発第377号

砂質土・礫質土・硬質粘性土(300～600) 建設省静住指発第32号

砂質土・礫質土（700～1000） 建設省東住指発第377号

ナルックス H9.6.19 砂質土、礫質土（300～600) 建設省三住指発第25号

安藤コンクリート工業 H9.6.19 砂質土、礫質土（300～600) 建設省三住指発第25号

中部高圧コンクリート H9.6.19 砂質土、礫質土（300～600) 建設省三住指発第25号

砂質土・礫質土・硬質粘性土(3035～5060) 建設省静住指発第33号

砂質土・礫質土（6070～7080) 建設省静住指発第34号

H9.6.19 砂質土・礫質土（8090～90100) 建設省東住指発第402号

砂質土・礫質土・硬質粘性土(3035～5060) 建設省静住指発第33号

砂質土・礫質土（6070～7080) 建設省静住指発第34号

H9.6.19 砂質土・礫質土（8090～90100) 建設省東住指発第402号

H9.6.18 砂質土・礫質土・硬質粘性土(3035～5060) 建設省静住指発第33号

H7.10.24 砂質土・礫質土（6070～90100) 建設省北住指発第43号

山崎パイル H9.6.18 砂質土・礫質土・硬質粘性土（3035～5060) 建設省静住指発第33号

ホクコンマテリアル H4.7.28 砂質土・礫質土(300～800） 建設省井住指発第10号

広島組 H4.7.28 砂質土・礫質土(300～800） 建設省井住指発第10号

ＳＴ－ＢＥＳＴＥＸ工法 ホクコンマテリアル H7.8.10 砂質土・礫質土（3035～6070） 建設省井住指発第14号 A 認定上記載なし B

前田製管 H9.8.7 砂質土・礫質土(300～1000) 建設省形住指発第9号 A 認定上記載なし C

ジャパンパイル H7.3.28 砂質土・礫質土（300～600） 建設省北住指発第18号 A 認定上記載なし C

H6.1.10 砂質土・礫質土（3035～5060） 建設省静住指発第2号

H5.10.29 砂質土・礫質土(6070～90100) 建設省静住指発第12号

児玉コンクリート工業 H9.10.22 砂質土・礫質土（300～800） 建設省東住指発第342号

大同工業 H3.6.26 砂質土・礫質土（300～600） 建設省東住指発第342号

萩森興産 H9.10.22 砂質土・礫質土（300～800） 建設省東住指発第342号

豊州パイル H3.6.26 砂質土・礫質土（300～600） 建設省東住指発第342号

日本ヒューム H7.1.13 砂質土・礫質土（300～600） 建設省東住指発第342号

児玉コンクリート工業 H8.3.29 砂質土・礫質土（3035～5060） 建設省東住指発第320号

大同工業 H3.6.26 砂質土・礫質土（3035～5060） 建設省東住指発第320号

豊州パイル H3.6.26 砂質土・礫質土（3035～5060） 建設省東住指発第320号

萩森興産 H10.4.21 砂質土・礫質土（3035～7080） 建設省東住指発第320号

日本ヒューム H8.3.29 砂質土・礫質土（3035～5060) 建設省東住指発第320号

三谷セキサン H11.2.9 砂質土・礫質土・硬質粘性土・岩盤(300～800） 建設省井住指発第2号

進菱三谷セキサン H1.8.17 砂質土・礫質土（300～600） 建設省丘住指発第2号

藤村ヒューム管 H11.3.24 砂質土・礫質土（300～600） 建設省新住指発第4号

日本ヒューム H2.7.24 砂質土・礫質土（300～600） 建設省東住指発第334号

會澤高圧ｺﾝｸﾘｰﾄ S.63.9.8 砂質土・礫質土（300～600） 建設省北住指発第27号

コーアツ工業 H1.8.17 砂質土・礫質土（300～600） 建設省鹿住指発第2号

宇部ｺﾝｸﾘｰﾄ工業 S63.9.8 砂質土・礫質土（300～600） 建設省阪住指発第18号

ドーピー建設工業 S63.9.8 砂質土・礫質土（300～600） 建設省北住指発第27号

三谷セキサン H11.2.9 砂質土・礫質土・硬質粘性土（3035～7080） 建設省井住指発第2号

日本ヒューム H2.7.24 砂質土・礫質土（3035～5060） 建設省東住指発第334号

三谷セキサン H11.2.2 砂質土・礫質土（300～1000） 建設省井住指発第1号

東日本コンクリート H7.12.25 砂質土・礫質土（300～800） 建設省城住指発第51号

マナック H8.8.9 砂質土・礫質土（300～800） 建設省愛住指発第168号

三池コンクリート工業 H4.11.6 砂質土・礫質土（300～600） 建設省丘住指発第52号

アオモリパイル H7.2.27 砂質土・礫質土（300～800） 建設省青住指発第2号

吉野川ヒューム工業 H7.2.27 砂質土・礫質土（300～800） 建設省徳住指発第5号

藤村ヒューム管 H11.3.24 砂質土・礫質土（300～800） 建設省新住指発第5号

宇部コンクリート工業 H6.9.29 砂質土・礫質土（300～800） 建設省阪住指発第236号

進菱三谷セキサン H6.9.29 砂質土・礫質土（300～800） 建設省東住指発第491号

ドーピー建設工業 H6.9.29 砂質土・礫質土（300～800） 建設省東住指発第490号

永井工業 H12.5.31 砂質土・礫質土（300～600） 建設省北住指発第27号

三谷セキサン H11.2.2 砂質土・礫質土（3035～90100） 建設省井住指発第1号

東日本コンクリート H7.12.25 砂質土・礫質土（3035～7080） 建設省城住指発第52号

マナック H8.8.9 砂質土・礫質土（3035～7080） 建設省愛住指発第167号

旭化成建材 H8.10.11 砂質土・礫質土(300～1000),硬質粘性土・岩盤(300～600) 建設省東住指発第610号

日本コンクリート工業 H8.12.10 砂質土・礫質土(300～1000),硬質粘性土(300～600) 建設省東住指発第772号

東海コンクリート工業 H11.2.2 砂質土・礫質土・硬質粘性土(300～600) 建設省愛住指発第212号

日本ネットワークサポート H8.10.31 砂質土・礫質土(300～800) 建設省阪住指発第363号

ＮＣ貝原コンクリート H8.10.31 砂質土・礫質土(300～600) 建設省岡住指発第40号

中国高圧コンクリート工業 H8.10.31 砂質土・礫質土(300～600) 建設省広住指発第52号

東北ポール H9.3.31 砂質土・礫質土(300～800) 建設省城住指発第18号

北海道コンクリート工業 H9.8.1 砂質土・礫質土(300～600) 建設省北住指発第37号

九州高圧コンクリート工業 H10.3.26 砂質土・礫質土(300～600) 建設省丘住指発第12号

旭化成建材 H8.10.11 砂質土・礫質土(3035～7080)、硬質粘性土・岩盤(3035～5060) 建設省東住指発第610号

日本コンクリート工業 H8.12.10 砂質土・礫質土(3035～7080)、硬質粘性土(3035～5060) 建設省東住指発第772号

東海コンクリート工業 H11.2.2 砂質土・礫質土(3035～5060) 建設省愛住指発第10号

日本ネットワークサポート H8.10.31 砂質土・礫質土(3035～5060) 建設省阪住指発第363号

ＳＴ－ニーディング工法（ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸ根固め拡底）

A 認定上記載なし B
φ700、φ800は告示1113号に基づく
適用範囲とする。

A 認定上記載なし C

C

C

A 認定上記載なし C

認定上記載なしA

C
(φ900・φ1000で不陸地盤の
場合試験杭のみ積分電流値
の記載。本杭は電流値の記

載)

A C認定上記載なし

ＳＴ－ＢＲＢ工法 前田製管 A 認定上記載なし

ＳＴ－Ｆ．Ｉ工法 A 認定上記載なし

ニーディング工法（ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸ根固め拡底）

Ｆ．Ｉ工法

ＮＥＷニーディング工法 A 認定上記載なし

250

B
（推奨の記述なし）

C(統合型管理装置の記載は
ないが積分電流測定器の記
載がある)

A 認定上記載なし

認定上記載なし
C(統合型管理装置の記載は
ないが積分電流測定器の記
載がある)

A

H9.6.18

山崎パイル H9.6.18

H9.6.18

A

A

トーヨーアサノ

＜参考資料＞既製コンクリート杭認定取得工法一覧表

ケムン工法（回転ミルク根固め工法）

ＳＴ－ケムン工法（回転ミルク根固め工法）

日本高圧コンクリート

ＢＥＳＴＥＸ工法

ジャパンパイル H9.6.18

トーヨーアサノ

日本高圧コンクリート

C

認定上記載なし
B

（推奨の記述なし）

認定上記載なし

プレボーリ
ング拡大根
固め工法

ジャパンパイル

H9.6.18

H9.6.18

ＳＴ－ＲＯＤＥＸ工法

ＲＯＤＥＸ工法

ＳＴ－ＮＥＷニーディング工法

ＢＲＢ工法
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分類
先端支持力

係数α
工 法 名 会社名 認定取得年月日 適用地盤 認定番号

取得認定
の新旧

施工指針に基づく
報告書保存期間

管理方法としての統合的な管
理システムの記載

備　考

＜参考資料＞既製コンクリート杭認定取得工法一覧表

砂質地盤（300～1000、3035～90100） TACP-0340

礫質地盤（300～1000、3035～90100） TACP-0341

粘土質地盤（300～1000、3035～90100） TACP-0342

砂質地盤(300～1200)　　 TACP-0257

礫質地盤(300～1200)　　 TACP-0258

H27.8.18 粘土質地盤(300～1200)　　 TACP-0493

砂質地盤(300～1200)　　 TACP-0263

礫質地盤(300～1200)　　 TACP-0261

H27.8.11 粘土質地盤(300～1200)　　 TACP-0494

ナルックス TACP-0292,0293

日本高圧ｺﾝｸﾘｰﾄ TACP-0286,0287

ﾄｰﾖｰｱｻﾉ TACP-0288,0289

山崎ﾊﾟｲﾙ TACP-0290,0291

砂質地盤(300～600） TACP-0144

礫質地盤(300～600） TACP-0146

砂質土（300～600） TACP-0266

礫質土（300～600） TACP-0267

砂質土（300～600） TACP-0268

礫質土（300～600） TACP-0269

砂質地盤(300～800) TACP-0087

礫質地盤(300～800) TACP-0088

砂質地盤(300～800) TACP-0123

礫質地盤(300～800) TACP-0124

児玉コンクリート工業 H25.7.19 砂質地盤・礫質地盤(3035～120140)　　 TACP-0436,0437

東北ポール H20.11.28 砂質地盤・礫質地盤(3035～8095)　　 TACP-0308,0309

日本高圧コンクリート H20.11.28 砂質地盤・礫質地盤(3035～8095)　　 TACP-0314,0315

日本コンクリート工業 H20.11.28 砂質地盤・礫質地盤(3035～8095)　　 TACP-0302,0303

日本ヒューム H25.7.19 砂質地盤・礫質地盤(3035～120140)　　 TACP-0440,0441

前田製管 H20.11.28 砂質地盤・礫質地盤(3035～8095)　　 TACP-0434,0435

マナック H25.7.19 砂質地盤・礫質地盤(3035～120140)　　 TACP-0438,0439

山崎パイル H20.11.28 砂質地盤・礫質地盤(3035～8095)　　 TACP-0310,0311

トーヨーアサノ H18.5.8 砂質地盤・礫質地盤・粘土質地盤(3035～100110) TACP-0226,0227,0228

ジャパンパイル H17.6.9 砂質地盤・礫質地盤(3035～8090) TACP-0173,0174

砂質地盤(300～1200) TACP-0183

礫質地盤(300～1200) TACP-0184

H20.7.25 粘土質地盤（300～1100） TACP-0297

砂質地盤(300～600) TACP-0078

礫質地盤(300～600) TACP-0079

砂質地盤(300～800) TACP-0446

礫質地盤(300～800) TACP-0447

砂質地盤(300～900) TACP-0198

礫質地盤(300～900) TACP-0199

砂質地盤(300～600) TACP-0076

礫質地盤(300～600) TACP-0077

砂質地盤(300～1200) TACP-0183

礫質地盤(300～1200) TACP-0184

H20.7.25 粘土質地盤（300～1100） TACP-0297

砂質地盤(400～800) TACP-0078

礫質地盤(400～800) TACP-0079

砂質地盤(400～800) TACP-0446

礫質地盤(400～800) TACP-0447

砂質地盤(400～1000) TACP-0198

礫質地盤(400～1000) TACP-0199

砂質地盤(400～800) TACP-0076

礫質地盤(400～800) TACP-0077

砂質地盤(300～1200) TACP-0273

礫質地盤(300～1200) TACP-0270

砂質地盤(300～1000) TACP-0271

礫質地盤(300～1000) TACP-0272

砂質地盤(300～1200) TACP-0274

礫質地盤(300～1200) TACP-0275

砂質地盤(300～1200) TACP-0276

礫質地盤(300～1200) TACP-0277

砂質地盤(300～1000) TACP-0278

礫質地盤(300～1000) TACP-0279

★ＳＧＥ工法 クボタ、住商鉄鋼販売 H18.1.23

★Ｓｕｐｅｒ　ＫＩＮＧ工法 ＪＦＥスチール H22.3.3

ジャパンパイル TACP-0360,0361,0362 

日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工業 TACP-0357,0358,0359

ジャパンパイル TACP-0360,0361,0362

日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工業 TACP-0357,0358,0359

H24.3.23 砂質地盤・礫質地盤（300～1000) TACP-0404,0405

Ｈ26.3.25、Ｈ26.12.11 粘土質地盤(300～1000)、粘土質地盤（300～1200) TACP-0453,0465

ホクコンマテリアル H24.3.23 砂質地盤・礫質地盤（300～1000) TACP-0406,0407

H24.3.23 砂質地盤・礫質地盤（300～1000) TACP-0402,0403

Ｈ26.3.25、Ｈ26.12.11 粘土質地盤(300～1000)、粘土質地盤（300～1200) TACP-0454,0466

丸門建設 H24.3.23 砂質地盤・礫質地盤（300～1000) TACP-0408,0409

ＤＹＮＡＷＩＮＧ工法 旭化成建材 H16.3.1 C 11年
B（管理装置を推奨する記述
はない。）

ＭＹベスト工法

マナック

山崎パイル
H19.12.26

ＤＹＮＡＢＩＧ工法 旭化成建材 H15.7.31

認定上記載なし

ＳＵＰＥＲニーディング工法（GradeＰ）

三谷セキサン

永井工業

アオモリパイル

ジャパンパイル H22.2.5 C 認定上記載なし 承認施工会社あり

宇部コンクリート工業

承認施工会社あり

C 認定上記載なし

 B（推奨の記述なし） 承認施工会社あり

B 認定上記載なし A

指定施工会社あり

指定施工会社あり

Ｂ 認定上記載なし A

Ｂ 認定上記載なし A

認定上記載なし B

指定施工会社あり

 B（推奨の記述なし）

C

B 指定施工会社あり

Ｈｙｐｅｒ－ＭＥＧＡ工法（膨張型） H23.10.18 砂質地盤・礫質地盤・粘土質地盤(300～1200) C 認定上記載なし

Hyper-ストレート工法

日本コンクリート工業

トーヨーアサノ

C 5年

Ｈｙｐｅｒ－ＭＥＧＡ工法（標準型） H23.10.18 砂質地盤・礫質地盤・粘土質地盤(300～1200) C 認定上記載なし

藤村ヒューム管

宇部コンクリート工業

H20.3.31

H15.7.28

アオモリパイル

永井工業

藤村ヒューム管

H17.8.10

H15.7.28

H17.8.10

H26.1.21

H17.12.13

H15.7.28

ＳＵＰＥＲニーディング工法（GradeA）

三谷セキサン

永井工業

アオモリパイル

藤村ヒューム管

宇部コンクリート工業

H15.7.28

ＳＵＰＥＲニーディング工法（GradeＢ）

C（積分電流計による方法も
記載がある。)

砂質地盤・礫質地盤(300～1000) C 5年

A認定上記載なし

C

C

H17.12.13

C

C

H26.1.21

C

H20.6.2

ジャパンパイル H16.8.10

三谷セキサン

H19.10.5

ＨｉＦＢ（ハイエフビー）工法

マナック
H19.10.9

Ｈ．Ｂ．Ｍ（ハイビーエム）工法

日本ヒューム

認定上記載なし
B

（推奨の記述なし）
指定施工会社あり

なし B（推奨の記述なし） 指定施工会社あり

承認施工会社あり

C(統合型管理装置の記載は
ないが積分電流計・油圧計の
記載がある)

施工報告書としての記載はないが杭
施工記録がある。

B

プレボーリ
ング拡大根
固め工法

250以外

ＢＡＳＩＣ工法

ＭＲＸＸ工法

ジーロック工法

ＢＳＳ工法（typeⅠ）
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分類
先端支持力

係数α
工 法 名 会社名 認定取得年月日 適用地盤 認定番号

取得認定
の新旧

施工指針に基づく
報告書保存期間

管理方法としての統合的な管
理システムの記載

備　考

＜参考資料＞既製コンクリート杭認定取得工法一覧表

砂質地盤（300～1200) TACP-0472

礫質地盤（300～1200) TACP-0473

粘土質地盤（300～1200) TACP-0474

TACP-0415

TACP-0416

TACP-0417

TACP-0418

TACP-0419

TACP-0420

TACP-0421

TACP-0422

TACP-0423

TACP-0424

日本ヒューム TACP-0369,0370

日本高圧コンクリート TACP-0367,0368

新日鐵住金、高脇基礎工事 TACP-0365,0366

★ ＴＮ-Ｘ工法（後沈設方式） 新日鉄、テノックス H17.6.9

★ ジャイアンオックス工法（ﾌﾟﾚﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾀｲﾌﾟ） テノックス H19.1.31

H2.10.16 砂質土・礫質土（φ700、800） 建設省東住指発第483号

H5.2.5 砂質土・礫質土（φ600以下の一工程法） 建設省東住指発第56号 

H5.2.5 砂質土・礫質土（φ900、1000） 建設省東住指発第57号 

H5.4.22 砂質土・礫質土（φ600以下の二工程法） 建設省東住指発第200号

ＤＡＮＫ工法 三谷セキサン H9.12.18 砂質土・礫質土・硬質粘性土(400～1000) 建設省井住指発第15号 A

ＩＢＳ工法 トーヨーアサノ、児玉コンクリート工業 H5.1.25 砂質土・礫質土(450～1000) 建設省静住指発第31号 A

ＫＤＥＳ（ケーデス）工法 日本ネットワークサポート H10.11.27 砂質土・礫質土（450～1000） 建設省阪住指発第232号 A

日本コンクリート工業 H7.1.27 建設省東住指発第17号

東海コンクリート工業 H9.6.17 建設省愛住指発第47号

トーヨーアサノ H9.6.18 砂質地盤・礫質地盤(450～1000) 建設省静住指発第36号

日本高圧コンクリート H9.6.18 砂質地盤・礫質地盤(450～1000) 建設省静住指発第36号

日本ヒューム H9.6.18 砂質地盤・礫質地盤(450～1000) 建設省静住指発第36号

前田製管 H9.6.18 砂質地盤・礫質地盤(450～1000) 建設省静住指発第36号

三谷セキサン H9.6.18 砂質地盤・礫質地盤(450～1000) 建設省静住指発第36号

児玉コンクリート工業 H9.6.18 砂質地盤・礫質地盤(450～1000) 建設省静住指発第36号

ジャパンパイル H9.6.18 砂質地盤・礫質地盤(450～1000) 建設省静住指発第36号

H4.8.17 砂質地盤・礫質地盤(450～600) 建設省新住指発第28号

H9.12.18 砂質地盤・礫質地盤(7000～1000) 建設省新住指発第41号

H8.8.9 砂質地盤・礫質地盤(450～600) 建設省愛住指発第166号

H9.12.18 砂質地盤・礫質地盤(7000～1000) 建設省愛住指発第142号

ＴＡＩＰ工法 ジャパンパイル H11.1.20 砂質地盤・礫質地盤(350～600) 建設省阪住指発第6号 Ａ 認定上記載なし Ｃ

★ ＫＩＮＧ工法 ＪＦＥスチール、ジャパンパイル、ノザキ建工 H11.9.28

★ ＴＢＳ工法 高脇基礎工事 H6.1.10
支持力算定方法は道路橋示方書

による
★ ＴＮ工法 新日鉄、テノックス H16.4.13

Ｈｙｐｅｒ－ＮＡＫＳ工法 日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工業 H17.2.8 砂質地盤・礫質地盤(500～1200) TACP-0162,0161 C 認定上記載なし
C(試験杭のみ積分電流値の
記載。本杭は電流値の記載)

指定施工会社あり

日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工業 TACP-0319,0320

トーヨーアサノ TACP-0321,0322

ジャパンパイル TACP-0323,0324

日本ヒューム H18.10.16 砂質地盤・礫質地盤(500～1200) TACP-0234,0235

前田製管 H25.7.19 砂質地盤・礫質地盤(500～1200) TACP-0433,0432

日本ヒューム 砂質地盤・礫質地盤(700～1200) TACP-0478,0477

前田製管 砂質地盤・礫質地盤(700～1200) TACP-0476,0475

ＳＵＰＥＲ　ＤＡＮＫ工法 三谷セキサン H23.12.2 砂質地盤・礫質地盤（600～1200） TACP-0363,TACP-0364 C 認定上記載なし A
指定施工会社制度あり
（実際の指定会社は無）

★ Ｓｕｐｅｒ　ＫＩＮＧ工法
（ＩＢ方式）

ＪＦＥスチール H22.3.3

日本ヒューム TACP-0369,0370

日本高圧コンクリート TACP-0367,0368

新日鐵住金、高脇基礎工事 TACP-0365,0366

★ ＴＮ－Ｘ工法（同時沈設方式） 新日鉄、テノックス H17.6.9 適用杭長は鋼管径による

★ ジャイアンオックス工法（中掘りタイプ） テノックス H18.6.29

★ 鋼管系杭工法、参考として記載。

A

三谷セキサン

アオモリパイル

藤森ヒューム管

宇部コンクリート工業

C(φ900・φ1000試験杭のみ
積分電流値の記載。本杭は
電流値の記載)

中掘り拡大
根固め工法

ＣＭＪ工法

250

旭化成建材、テノックス

認定上記載なし C

A

ＨｙｂｒｉｄニーディングⅡ工法

豊州パイル

H24.9.21 C A

指定施工会社あり

A

ＮＡＫＳ工法 砂質土・礫質土（450～1000) A 認定上記載なし

認定上記載なし

砂質地盤･礫質地盤(300～1200) C

認定上記載なし

C

H23.12.8

ＴＢＳＲ工法（後埋設方式）

Ｎｅｗ－ＳＴＪ工法

Ｎｅｗ－ＳＴＪ工法-Ⅱ

H23.12.8

山崎パイル

ＳＴＪ工法

マナック

認定上記載なし

指定施工会社あり

指定施工会社あり

B（推奨の記述なし）

B
（推奨の記述なし）

認定上記載なし

B（推奨の記述なし）認定上記載なし

■「取得認定の新旧」凡例
 A:旧法38条認定工法のまま新法
の認定を取得していない
 B:最初に旧法38条認定を取得し、
新法施行後、新法の認定を取得し
なおしている
 C:最初から新法の認定である

■備考欄注：指定施工会社」と「承認施工会社」は性能評価機関の表
現の違いによる。指定（ＢＣＪ、ＢＬ）・承認（ＧＢＲＣ）意味は同一。

250以外

認定上記載なしC★ＴＢＳＲ工法（同時埋設方式）

■「管理方法としての統合的な管理システムの記載」凡例
A:認定上、統合的な管理システムのみで管理することが規定されて
いる
B:認定上、通常電流計・統合的な管理システムいずれの管理も可と
規定しているが統合的な管理システムを推奨
C:認定上、通常電流計による管理のみを規定している

指定施工会社あり

CH27.6.26 指定施工会社あり

B（推奨の記述なし）

A

認定上記載なしC

Ｈｙｐｅｒ－ＮＡＫＳⅡ工法 H21.1.28 砂質地盤・礫質地盤(500～1200) C 認定上記載なし

砂質地盤･礫質地盤(400～1200)

A 指定施工会社あり

プレボー
リング拡
大根固め

工法

250以外

砂質地盤・礫質地盤（300～1200）

砂質地盤・礫質地盤（300～1000）

砂質地盤・礫質地盤（300～1000）

砂質地盤・礫質地盤（300～1000）

砂質地盤・礫質地盤（300～1000）

Ｈｙｂｒｉｄニーディング工法 三谷セキサン H27.6.23
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既製コンクリート杭施工管理指針 

一般社団法人日本建設業連合会 建築生産委員会 

施工部会 既製コンクリート杭施工管理指針策定委員会 

策定委員 

主査 池田 宏俊 ・・・大成建設株式会社

温品 秀夫 ・・・ 〃 

森山 毅子彦 ・・・ 〃 

木谷 宗一 ・・・株式会社竹中工務店

土屋 富男 ・・・ 〃 

川上 宏伸 ・・・株式会社大林組

岡本 秀雄 ・・・ 〃 

加藤 亮一 ・・・鹿島建設株式会社

福島  隆 ・・・ 〃 

奥田 尚充 ・・・ 〃 

香田 伸次 ・・・清水建設株式会社

岸田  了 ・・・ 〃 

加茂 裕之 ・・・三井住友建設株式会社

松本 啓二 ・・・ 〃 

宮田 勝利 ・・・ 〃 

朝妻 雅博 ・・・一般社団法人コンクリートパイル建設技術協会

木谷 好伸 ・・・ 〃 

須見 光二 ・・・ 〃 

千種 信之 ・・・ 〃 

中濱 賢一 ・・・ 〃 

西村  裕 ・・・ 〃 

細田 光美 ・・・ 〃 

松木 靖紀 ・・・ 〃 
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